
１　概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12

２　教育指導・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13

３　生徒指導・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20

４　進路指導・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21

５　学校体育・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22

６　学校保健安全・・・・・・・・・・・・・・・・ 24

７　学校給食・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25

８　学校の安全対策・・・・・・・・・・・・・・・ 28

９　特別支援教育・・・・・・・・・・・・・・・・ 28

10  高等学校教育・・・・・・・・・・・・・・・・ 29

11　公立夜間中学・・・・・・・・・・・・・・・・ 30

12  幼稚園教育・・・・・・・・・・・・・・・・・ 30

13  教職員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 32

14  学校施設整備事業・・・・・・・・・・・・・・ 35

15  学校施設空調整備事業・・・・・・・・・・・・ 35

16  学校規模適正化事業・・・・・・・・・・・・・ 36

17  元岡地区新設中学校整備・・・・・・・・・・・ 36

18  私学助成・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 36

19  就学援助・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 36

20  奨学制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 37

21  発達教育センター・・・・・・・・・・・・・・ 39

22  教育センター・・・・・・・・・・・・・・・・ 40

学校教育

学
校
教
育





学 校 教 育 

１ 概要 

(1) 学校教育の目的

学校教育は、児童生徒の知・徳・体の調和のとれた

発達を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者

として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の

育成を期して行うものです。また、公教育としての学

校教育は、国民・市民全体の負託にこたえ、すべての

児童生徒の心身の発達に即して、公平に行われるもの

です。 

(2) 学習指導要領について

① 経緯

今の子どもたちやこれから誕生する子どもたちが、

成人して社会で活躍する頃には、我が国は厳しい挑戦

の時代を迎えていると予想されています。生産年齢人

口の減少、グローバル化の進展や絶え間ない技術革新

等により、社会構造や雇用環境は大きく、また急速に

変化しており、予測が困難な時代となっています。ま

た、急激な少子高齢化が進む中で成熟社会を迎えた我

が国にあっては、一人ひとりが持続可能な社会の担い

手として、その多様性を原動力とし、質的な豊かさを

伴った個人と社会の成長につながる新たな価値を生

み出していくことが期待されています。 

こうした状況を踏まえ、平成 26年 11月に文部科学

大臣から、新しい時代にふさわしい学習指導要領等の

在り方について諮問を受けた中央教育審議会は、平成

28年 12月 21日に「幼稚園、小学校、中学校、高等学

校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要

な方策等について」の答申を行いました。 

この答申を踏まえ、平成 29 年３月 31 日に学校教育

法施行規則を改正するとともに、幼稚園教育要領、小

学校学習指導要領及び中学校学習指導要領を公示しま

した。小学校学習指導要領は、平成 30年４月１日から

第３学年及び第４学年において外国語活動を実施する

等の円滑に移行するための措置（移行措置）を実施し、

令和２年４月１日から全面実施となりました。また、

中学校学習指導要領は、平成 30年４月１日から移行措

置を実施し、令和３年４月１日から全面実施となりま

した。 

② 基本方針

ア 基本的な考え方

(ｱ) 教育基本法、学校教育法などを踏まえ、これま

での我が国の学校教育の実践や蓄積を活かし、子

どもたちが未来社会を切り拓くための資質・能力

を一層確実に育成することを目指す。その際、子

どもたちに求められる資質・能力とは何かを社会

と共有し、連携する「社会に開かれた教育課程」

を重視すること。 

(ｲ) 知識及び技能の習得と思考力、判断力、表現力

等の育成のバランスを重視する平成 20 年改訂の

学習指導要領の枠組みや教育内容を維持した上

で、知識の理解の質を更に高め、確かな学力を育

成すること。 

(ｳ) 先行する特別教科化など道徳教育の充実や体験

活動の重視、体育・健康に関する指導の充実によ

り、豊かな心や健やかな体を育成すること。 

イ 育成を目指す資質・能力の明確化

中央教育審議会答申においては、予測困難な社会

の変化に主体的に関わり、感性を豊かに働かせなが

ら、どのような未来を創っていくのか、どのように

社会や人生をよりよいものにしていくのかという目

的を自ら考え、自らの可能性を発揮し、よりよい社

会と幸福な人生の創り手となる力を身に付けられる

ようにすることが重要であること、こうした力は全

く新しい力ということではなく学校教育が長年その

育成を目指してきた「生きる力」であることを改め

て捉え直し、学校教育がしっかりとその強みを発揮

できるようにしていくことが必要とされました。ま

た、汎用的な能力の育成を重視する世界的な潮流を

踏まえつつ、知識及び技能と思考力、判断力、表現

力等をバランスよく育成してきた我が国の学校教育

の蓄積を生かしていくことが重要とされました。 

このため「生きる力」をより具体化し、教育課程

全体を通して育成を目指す資質・能力を、「何を理

解しているか、何ができるか（生きて働く「知識・

技能」の習得）」、「理解していること・できるこ

とをどう使うか（未知の状況にも対応できる「思考

力・判断力・表現力等」の育成）」、「どのように

社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか（学び

を人生や社会に生かそうとする「学びに向かう力・

人間性等」の涵養）」の三つの柱に整理するととも

に、各教科等の目標や内容についても、この三つの

柱に基づく再整理を図るよう提言がなされていま

す。 

ウ 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業

改善の推進

子どもたちが、学習内容を人生や社会の在り方と

結び付けて深く理解し、これからの時代に求められ

る資質・能力を身に付け、生涯にわたって能動的に
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学び続けることができるようにするためには、これ

までの学校教育の蓄積を生かし、学習の質を一層高

める授業改善の取組みを活性化していくことが必要

であり、我が国の優れた教育実践に見られる普遍的

な視点である「主体的・対話的で深い学び」の実現

に向けた授業改善（アクティブ・ラーニングの視点

に立った授業改善）を推進することが求められてい

ます。 

エ 各学校におけるカリキュラム・マネジメントの推

進 

各学校においては、教科等の目標や内容を見通し、

特に学習の基盤となる資質・能力や現代的な諸課題

に対応して求められる資質・能力の育成のためには、

教科等横断的な学習を充実することや、「主体的・

対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を、単

元や題材など内容や時間のまとまりを見通して行う

ことが求められています。これらの取組みの実現の

ためには、学校全体として、児童生徒や学校、地域

の実態を適切に把握し、教育内容や時間の配分、必

要な人的・物的体制の確保、教育課程の実施状況に

基づく改善などを通して、教育活動の質を向上させ、

学習の効果の最大化を図るカリキュラム・マネジメ

ントに努めることが求められます。 

③ 教育内容の主な改善事項

ア 言語能力の確実な育成

言葉は、児童生徒の学習活動を支える重要な役割

を果たすものであり、全ての教科等における資質・

能力の育成や学習の基盤となるものです。したがっ

て、言語能力の向上は、児童生徒の学びの質の向上

や資質・能力の育成の在り方に関わる重要な課題と

して受け止め、重視していくことが求められます。

児童生徒の言語能力を確実に育成していくために

は、学習の基盤としての各教科等における言語活動

を充実させるとともに、言語能力を支える語彙の段

階的な獲得も含め、発達の段階に応じた言語能力の

育成が図られるよう、国語科を要としつつ教育課程

全体を見渡した組織的・計画的な取組みが求められ

ています。 

イ 理数教育の充実

旧学習指導要領において充実させた内容につい

て、今回も維持した上で、算数・数学では、大切な内

容を繰り返して学習することや、学習の中で学んだ

ことを実生活で生かすような学習、理科では、観察や

実験の充実により、さらに学習の質を向上させます。 

ウ 伝統や文化に関する教育の充実

国際社会で活躍する人材の育成を図るため、我が

国や郷土の伝統や文化について理解を深め、そのよ

さを継承・発展させるための教育を充実します。 

エ 体験活動の充実

児童生徒が、生命の有限性や自然の大切さ、挑戦や

他者との協働の重要性を実感するための体験活動の

充実、自然の中での集団宿泊活動や職場体験などの

充実を図ります。 

オ 外国語教育の充実

小学校において、中学年で「外国語活動」を、高学

年で「外国語科」の導入、小・中・高等学校一貫した

学びを重視し、外国語能力の向上を図る目標を設定

するとともに、国語教育との連携を図り日本語の特

徴や言語の豊かさに気付く指導を充実します。 

カ 情報活用能力（プログラミング教育を含む）

情報手段の基本的な操作の習得や、プログラミン

グ的思考、情報モラル、情報セキュリティ、統計等に

関する資質・能力等といった情報活用能力を育成す

るために、コンピュータ等を活用した学習活動やプ

ログラミングを体験しながら論理的思考力を身に付

けるための学習活動などを位置付けます。 

※ 特別支援学校学習指導要領では、上記に準じた改善

のほか、a 障害の重度・重複化、多様化への対応、b

自立と社会参加に向けた職業教育の充実、c交流及び

共同学習の推進等の改善が図られています。

④ 授業時数等の取扱い

学習指導要領における標準授業時数については、以

下のとおりとなります。なお、小学校第３～６学年に

おいては、旧学習指導要領から授業時数が増加となっ

ています。 

・小学校

第１学年 850時間 

第２学年 910時間 

第３学年 945時間 → 980時間 

第４～６学年 980時間 → 1,015時間 

・中学校

全学年  1,015時間 

２ 教育指導 

(1) 保幼小中連携の推進

幼稚園、保育所（園）、認定こども園、小学校、中

学校、特別支援学校の教育内容・方法等を相互に理解

し、校種間の関係を密にしながら、各校園等の教育活

動を充実させていくために、「福岡市保・幼・小・中

連絡協議会」を要に小中連携教育担当者会等を実施

し、保幼小中連携の推進を図ります。 
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また、平成 21 年度に策定した「福岡市小中連携教

育指針」をもとに、平成 31 年３月「保幼小中連携教

育推進の手引き」を作成しました。地域における連携

の在り方を示すとともに、校種間の連携の充実にむ

け、義務教育９年間を見通し、小中それぞれのよさを

生かし連続性のある指導を積み上げ、教育活動の充実

や児童生徒の交流による、よりよい人間関係づくりな

どを目指すための教育の方法として、小中連携教育を

推進します。 

(2) 個に応じたきめ細かな指導

① 少人数（35人以下）学級の本格実施

令和３年度に、新型コロナウイルス感染症対策と

して、児童・生徒の教室内での身体的距離を確保す

るため、小中学校全学年で35人以下学級を暫定実施

したところ、学習面・生徒指導面の効果が確認され

たことから、令和４年度からは本格的に実施し、個

に応じたきめ細かな指導の一層の充実を図っていま

す。 

○ 少人数学級の実施による学級増の状況

（令和６年度） 

小学校 
合計 

１～５年生 ６年生 

※ 47 47 

※小学校～５年生では法律が定める学級編制の標

準に基づき少人数（35人以下）学級を実施

中学校 
合計 

１年生 ２年生 ３年生 

48 42 45 135 

② 少人数指導の実施

第２次福岡市教育振興基本計画では、「福岡スタ

イル」の一つとして、「９年間を見通した小中連携

教育」を示し、義務教育９年間を見通した連続性の

ある教育活動を実施するようにしています。 

 そこで、教育実践体制として、学級を複数の教員

で指導するティーム・ティーチングや、学級を児童

生徒の学力実態等に基づき分割して指導する習熟

度別による分割指導など、児童生徒の発達段階の課

題を踏まえた体制を整備することによって、各学校

が自校の課題を踏まえて工夫して取り組めるよう

にしています。 

③ 一部教科担任制の実施

児童の興味や関心に応える学習等により学力の向

上等を図るため、小学校５、６年生を中心に、一部

教科担任制を実施しています。 

(3) 道徳教育の重要性

学校における道徳教育は、自己の生き方を考え、主

体的な判断の下に行動し、自立した人間として他者と

共によりよく生きるための基盤となる道徳性を養う

ことを目標とする教育活動であり、社会の変化に対応

しその形成者として生きていくことができる人間を

育成するうえで重要な役割をもっています。 

平成 27年３月 27日に学校教育法施行規則が改正さ

れ、「道徳」を「特別の教科 道徳」にするとともに、

学習指導要領の一部改正が行われ、小学校において

は、平成 30 年４月１日から、中学校においては、平

成31年４月１日から全面実施されているところです。

学習指導要領改訂の基本方針には、道徳教育を通じ

て、個人が直面する様々な状況の中で、そこにある事

象を深く見つめ、自分はどうすべきか、自分に何がで

きるかを判断し、そのことを実行する手立てを考え、

実践できるようにしていくなどの改善が必要である

と示されています。 

【道徳教育の推進】 

地域行事やボランティア体験などの体験活動を通

して、思いやりの心や命を大切にする心を高めるた

め、平成 25～27 年度に行った道徳教育推進事業にお

けるモデル校での実施の成果を生かし、平成 28 年度

から、全小中学校において道徳教育を推進していま

す。なお、小中学校において「特別の教科 道徳」を

全面実施することに伴い、「道徳教育推進の手引き」

を改訂し、引き続き、体験活動を充実させることや、

地域・保護者に対して道徳の授業公開を行うなど、学

校、家庭・地域が一体となった道徳教育の充実を図り

ます。 

(4) 学力パワーアップ総合推進事業

学力の課題を克服するために、全小中学校において、

「授業改善推進プラン」を策定し、指標を基にして PDCA

サイクルに基づいた計画的、組織的な学力向上の取組

を推進しています。 

① 授業改善推進プランの策定

全小中学校において、自校の学力課題を踏まえた

授業改善推進プランを策定し、成果指標の達成に向

けた取組を通じて課題を克服することで学力向上

を図ります。

② 学習用ソフト（AIドリル）の導入

全小中学校において、学習用ソフト（AIドリル）

を活用した補充学習を教育課程の中に位置付け、児

童生徒一人ひとりの習熟度に応じた学習を行うこと

により、確かな学力の定着を図ります。 

③ ふれあい学び舎事業

すべての小学校で、元教員や地域の方、学生など

を指導員として放課後補充学習を実施し、学習意欲

の向上や学習習慣の定着を図ります。 
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(5) 学習指導員派遣事業

学習指導員を小中学校（小規模校などを除く）に配

置し、授業時間中のティーム・ティーチング等によっ

て児童生徒の学びの支援を行います。 

(6) 学力調査の実施

学力調査については、福岡市独自の生活習慣・学習

定着度調査と文部科学省の全国学力・学習状況調査を

実施し、調査結果をもとに、各学校において、学力パ

ワーアップ総合推進事業と関連付け、授業改善推進プ

ランの見直しや改善に役立てるとともに、指導方法の

工夫改善に活用しています。 

【生活習慣・学習定着度調査】 

① 趣旨

発達段階に応じた連続性のある教育活動の推進の

ため、生活習慣や学習内容等の定着状況の調査を実施

しています。福岡市独自の調査と全国調査（小６、中

３）を行い、日々の授業改善とともに、補充的な学習

や発展的な学習など、個に応じたきめ細かな指導に役

立てています。 

 この調査の結果を踏まえて、以下の取組みの推進を

図っています。 

○ 学習指導や生徒指導、進路指導の検証改善サイク

ルを確立するとともに、生活習慣や学習内容の一

層の定着を図ります。 

○ 児童生徒に生活習慣や学習内容の定着状況を把握

させ、意欲を喚起します。

② 調査対象学年・内容・方法

ア 対象学年

小中学校 全学年

イ 内容

○ 生活習慣調査

・基本的生活習慣、学校生活への適応、立志及

び各教科についての関心･意欲･態度等

○ 学習定着度調査

・小学校・・・・・国語、算数

・中学校・・・・・国語、数学

ウ 方法

１人１台端末を活用しての実施

③ 調査実施日

生活習慣調査は年１回、学習定着度調査は年２回

実施 

【全国学力・学習状況調査】 

① 目的

本調査は、義務教育の機会とその水準の維持向上の

観点から、全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握

・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改善

を図るとともに、学校における児童生徒への教育指導

の充実や学習状況の改善等に役立てることを目的と

しています。 

② 実施方法

○ 調査対象及び学年及び教科

・小学校 第６学年児童、特別支援学校小学部第

６学年児童 ＜教科＞国語、算数 

＜質問紙＞ 

・中学校 第３学年生徒、特別支援学校中学部第

３学年生徒 ＜教科＞国語、数学 

＜質問紙＞ 

○ 調査の内容・範囲

・教科に関する調査

学習指導要領に定める指導目標や内容につい

て、検査問題で測定可能な範囲についての調査

・児童・生徒質問紙調査

児童生徒の学習意欲、学習方法、学習環境、生

活の諸側面等に関する質問紙調査

・学校質問紙（対象：学校長）

学校における指導方法に関する取組や学校にお

ける人的・物的な教育条件の整備の状況等に関

する質問紙調査

○ 調査期日（令和５年度）

・令和５年４月 18日（火）

(7) 国際教育

① 外国人英語指導講師（以下、NS）の配置

福岡市における英語教育の一層の充実・発展を図

るため、外国青年招致事業として、昭和 62年７月か

ら教育委員会に、外国語指導助手（ALT）の配置を実

施。平成 16 年度より民間委託による NS の配置に移

行し、平成 19 年６月より完全民間委託となりまし

た。 

NSは小学校、中学校、特別支援学校で、児童生徒

の英語教育に従事するとともに、英語教員の研修、

英語教材の作成及び英語スピーチコンテストの審査

等を行っています。 

平成 24年度からは、中学校のすべての学級に、さ

らに、平成 30年度からは、小学校５、６年生にも、

NSを配置しています。 

② 外国語活動支援事業

小学校の外国語活動において、３年生に 18 時間、

４年生に８時間ゲストティーチャーを配置し、言語や

文化についての体験的な理解を深め、積極的にコミュ

ニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、外国

語の音声や基本的な表現に慣れ親しませながら、コミ

ュニケーション能力の素地を養います。 
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③ 国際交流活動の支援

令和５年度は、小・中・高５校にて行われたホーム

ステイ受入れや文化・教育体験等の国際交流活動への

支援を実施しました。支援を実施した事業の内容は以

下のとおりです。 

小学校では、那珂南、和白東小学校が台湾、ニュー

ジーランドの姉妹校と実施した交流を支援しました。

また、那珂小学校が APCC（アジア太平洋こども会議・

イン福岡）主催のオンライン交流でパプアニューギニ

アの学校と実施した交流を支援しました。

中学校では、宮竹中学校が台湾の学校と実施した交

流を支援しました。 

高校では、福翔高等学校がベトナムの学校と実施し

た交流を支援しました。 

④ 外国人児童生徒等に関する日本語指導

福岡市立学校に在籍する日本語指導が必要な児童生

徒が、いち早く日本の学校生活になじみ、日本語での

学習に取り組むことができるようになることを目的と

して、日本語指導のサポートを行います。 

また、コーディネーター等の助言により、基礎的な

日本語の習得を図るため、日本語指導担当教員の補助

として、日本語指導員を派遣しています。 

・ 日本語指導サポートセンター

（百道中に設置、コーディネーター１名配置）

・ 日本語指導担当教員配置校（小 10校、中７校）

博多小、春吉小、筥松小、若久小、内浜小、城浜小、 

香椎浜小、東箱崎小、百道浜小、照葉小、

春吉中、百道中、壱岐中、城香中、博多中、照葉中、 

福岡きぼう中

(8) アントレプレナーシップ教育

児童生徒が、自分の将来に夢や希望をもち、新しい

ことにチャレンジしていく意欲を育成することを目

的とし、「ふくおか立志応援文庫」と「チャレンジマ

インド育成事業」の両輪で、その推進を図ります。

① ふくおか立志応援文庫

全小中学校において実施されている「立志」や「チ

ャレンジマインド」に関する書籍資料を配備し、コー

ナーを設置しています。

② チャレンジマインド育成事業

全小中学校において実施されている「立志」や「キ

ャリア教育」に関わる学習の中で、起業家や著名人、

地域の方の協力を得て、授業を行います。 

【小学校】 

○ 小学校 10校において、講師招聘授業を実施

・委託業者と連携して各界の著名人や起業家を講師

として招聘します。

○ 全小学校において、「職業探究プログラム」を実施

・様々な職業に従事する方の現場で働く様子を視聴

したり、チャレンジを続けている方の声を聞いた

りし、自分の将来について考える動画活用授業を

行います。 

【中学校】 

○ 全中学校において、「未来を切り拓くワークショ

ップ」を実施

・起業家による講話を「オンデマンド動画」で視聴

し、担任によるファシリテーションを導入した授

業を行います。

(9) 科学技術教育

① 科学技術教育の振興

児童生徒に対する科学技術教育の充実を目指し、

施設設備の充実に力を入れるとともにその振興に努

めています。教材教具についても理科教育振興法に

基づき、小・中・高・特別支援学校に整備を図って

います。 

 また、児童生徒の科学への興味関心を高めるため、

「科学わくわくプラン事業」として、自然科学や環

境教育等の専門家による出前授業や科学実験教室、

科学作品のコンテストを実施しています。 

② 科学技術教育の研究推進

科学技術教育の学習指導に関する研究は、教科等

研究委員会の研究活動、各学校の組織研究等で積極

的に推進されています。特に教育課程に基づき、基

礎的・基本的な内容を重視した科学技術教育の在り

方を求めて、理科、技術・家庭科を中心に精力的に

実践研究を進めています。 

③ 情報教育の振興

高度情報通信社会に主体的に対応できる力とし

て、「情報活用能力」の育成が今日的な教育課題の

一つです。その内容を、情報活用の実践力、情報の

科学的な理解、情報社会に参画する態度の３点に焦

点化し、系統的・体系的な情報教育推進の一層の充

実を図っています。 

 そのために、小学校、中学校等の各学校段階を通

じて各教科等の学習においてコンピュータや ICT 等

の活用の推進と情報モラルの育成に向けての指導を

行っています。 

 教育内容としては、小学校ではコンピュータを使

った学習活動を導入し、コンピュータに慣れ親しむ

ことを目標にしています。中学校では、技術・家庭

科の「技術分野」で、生活や社会における問題を、

ネットワークを利用した双方向性のあるコンテンツ

や計測・制御のプログラミングによって解決する活

動を通して、技術に関わる問題を見いだして課題を

設定し、解決する力を養うことを目的としています。 
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(10) ICTの活用

文部科学省の「先端技術活用推進方策」によれば、

ICT機器は「鉛筆やノート等の文房具と同様に教育現

場において不可欠なものとなっていることを強く認

識する必要がある」としています。Society5.0 時代

に向け、学校教育の中核を担う教師を支え、学習の質

を高めるツールとして積極的かつ効果的に活用して

いく必要があります。 

福岡市においても、令和２年度に全ての学校の校

内通信ネットワークの高速大容量化および児童生徒

１人１台端末の整備が完了し、ICTを活用した教育活

動の充実に取り組んでいます。 

① ICTを活用した授業スタイル

AI ドリル、学習者用デジタル教科書、学習動画

などの教材を活用した「個別最適な学び」と、児童

生徒一人ひとりの良い点や可能性を生かすことで、

異なる考え方が組み合わさり、よりよい学びを生み

出していく「協働的な学び」の一体的充実に取り組

んでいます。 

② オンライン授業の実施

登校不安・不登校児童生徒等が家庭やステップ

ルームから授業に参加したり、入院中の児童生徒

が病院から授業に参加したりするなど、オンライ

ン授業を行うことで学びの保障を行っています。

③ 家庭学習での活用

AIドリルを活用して、自分のペースに合わせた

学習を行ったり、苦手な学習内容を学習動画で振

り返ったりするなど、家庭学習での活用も進めて

いきます。

④ 教員の ICT活用指導力向上を図る研修

教員の ICT 活用指導力を向上させるため、外部

講師による ICT 活用指導力向上研修を実施してい

ます。さらに経験年数や課題に応じた ICT 活用に

関する研修講座も実施しています。また、教育セン

ター長期研修員による総合教育研究や授業技術研

究などを通して、全市の ICT 教育推進に寄与して

います。 

⑤ ICT環境整備

ア 学校教育情報ネットワーク整備

学校教育情報ネットワークの情報システム環

境の機能を充実・改善することにより、ICTの活

用推進を図ります。 

・ネットワークの管理・保守

・セキュリティの確保

・有害情報・違法情報の排除（フィルタリング） 

・ヘルプデスクによるサポート

イ 学校ホームページの充実

学校の教育目標やめざす児童生徒像、教育活

動を発信し、家庭・地域と共有することで、社会

に開かれた教育課程の実現の一助とします。ま

た、学校の自主的・自律的な情報管理の確立を図

ります。 

・学校ホームページの運用・管理

・学校ホームページの更新支援

 ・福岡市立学校ホームページ公開指針の改訂・運

用 

・情報セキュリティに関する指導

(11) 行事活動等

① 自然教室

小・中学校の児童生徒を対象として、恵まれた自

然環境の中で、自然との触れ合いを深めるとともに、

集団の規律を学ぶなど、通常の学校生活では得がた

い体験を与え、児童生徒の心身ともに調和のとれた

健全な育成を図ることを目的として実施していま

す。 

② 特色ある教育の推進

全市立学校において、道徳教育の視点を加えた特

色ある教育活動を推進します。 

〈目的〉 

国際化や情報化、少子・高齢化など激しい社会の

変化の中にあって「21世紀をひらき、創造していく

子どもの育成」のためには、従来の知識を教え込む

教育から自ら学び考える力を育てる教育への転換

が重要視されています。 

そこで、地域に開かれた学校づくりの視点に立っ

て、地域の人材や社会施設を活用するなど、子ども

や地域の実態に応じた、特色ある教育活動を推進す

ることを目的として、平成 12 年度から実施してい

ます。国際理解教育、福祉教育、環境教育、情報教

育、進路指導(キャリア教育)、地域の伝統・文化教

育、男女平等教育、健康教育、食教育、勤労・生産

的教育活動、その他、という視点から今日的課題を

とらえ、児童生徒が主体的に解決していく学習の中

で生きる力を育成していきます。 
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〈内容及び実施状況〉 

令和５年度 特色ある教育推進事業項目別一覧 

小 中 高 特 合計 

1 国際理解教育 89 11 2 4 106 

2 福祉教育 129 23 1 2 155 

3 環境教育 142 36 2 5 185 

4 情報教育 136 62 3 6 207 

5 進路指導 105 59 3 9 176 

6 地域の伝統 

文化教育 
144 56 0 4 204 

7 男女平等教育 127 13 0 2 142 

8 健康・安全教育 141 69 3 5 218 

9 食に関する教育 139 41 1 4 185 

10 勤労・生産的教育 127 26 1 7 161 

11 その他 34 18 0 3 55 

合計 1,313 414 16 51 1,794 

(12) クラブ活動及び部活動

① クラブ活動

学習指導要領(特別活動)に基づき、主として小学

校４年生以上で実施しています。授業として各学校

の実態及び教育目標に応じて適切な時間数を定め、

年間を通して計画的に実施しています。 

クラブ活動は、教師の適切な指導の下に、共通の

興味・関心を追求する児童による自発的、自治的な

活動であり、この集団の中で望ましい人間関係を形

成し、個性の伸長を図り、集団の一員として協力し

て、よりよいクラブづくりに参画しようとする自主

的・実践的な態度を育てるものです。 

各学校では、児童の希望や施設設備の状況等を考

慮し、異年齢の児童が協力し合って楽しく活動でき

るようにしています。 

〈小学校における主なクラブ名〉 

バドミントン、バスケットボール、サッカー、ソ

フトボール、卓球、水泳、陸上、科学、音楽、図工、

囲碁・将棋、習字、読書、調理、手芸、外国語、国際

交流、伝統文化、パソコン、ダンスなど 

② 部活動

部活動は、学校の教育活動の一環として、希望す

る生徒が放課後、教師と仲間、先輩、後輩とのふれ

合いによる豊かな人間関係を基盤として、興味、関

心を深め個性の伸長や体力の向上、健康の増進を図

ることを目的として実施しています。 

 部活動は、生徒の自発性、自主性を生かして行わ

れる活動で、全人的な発達を促進する活動として教

育的意義は大きいです。（主な部活動は 24 ページ

参照） 

部活動を実施するに当たっては、生徒が参加しや

すいよう実施形態などを適切に工夫するとともに、

休養日や活動時間を適切に設定するなど生徒のバ

ランスのとれた生活や成長に配慮することが必要

であると考えています。 

〈福岡市中学校総合文化発表会〉 

福岡市における中学生の文化部発表会は各専門

部別に行われてきましたが、昭和 58 年度から実行

委員会を組織し「中学校総合文化発表会」を開催し

てきました。 

この実績を踏まえ、昭和 62年５月 20日に、文化

的な共同事業として市内中学校の連携の下に、文化

的教育活動の振興を図ることを目的とした「福岡市

中学校文化連盟」が設立されました。 

市内各中学校の文化部は、日々の活動の中で心を

耕し、豊かな情操を養い、創造する力を育てるとと

もに生涯教育の基礎づくりに貢献しています。 

○ 主な活動

弁論大会、中学校音楽会、邦楽のつどい、放送

コンテスト、新人放送コンテスト大会、演劇発表

会、演劇交流会、図書委員交流会、美術部合同ス

ケッチ大会、美術部合同作品展、中学生文芸発

行、技術・家庭科作品展、理科研究作品展、生徒

書作品展、中学校美術展、特別支援学級合同作品

展、生徒会役員一日研修会、囲碁大会、創造アイ

デアロボットコンテストなど 

(13) 教科書

福岡市の教科用図書の採択は、福岡市教科用図書

調査研究委員会の答申、学校長の意見及び市民の意

見を踏まえ、教育委員会が行っています。 

教科用図書は、義務教育諸学校の教科用図書の無

償措置に関する法律（昭和 38年法律第 182号）第 14

条及び同法施行令第 15条第１項の規定により、原則

として４年間同一の教科用図書を採択することとな

っています。 

現在、小学校で令和６年度から使用している教科

用図書は表１のとおりであり、中学校で令和３年度

から使用している教科用図書は表２のとおりです。 

市立高等学校で使用する教科用図書の採択は、毎

年度学校長の意見を聞いて教育委員会が行っていま

す。 

特別支援学校及び特別支援学級で使用する教科用

図書には、文部科学省検定済教科用図書、文部科学省

著作教科用図書及び学校教育法（昭和 22年法律第 26

号）附則第９条に規定する教科用図書の３種類があ

りますが、学校教育法附則第９条に規定する教科用

図書については、毎年度採択替えを行っています。 
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表１ 小学校教科用図書（令和６～令和９年度使用） 

種目 
発行者 

略称 
書名 使用学年 

国語 光村 こくご 

国語 

１～６年 

書写 光村 しょしゃ 

書写 

１～６年 

社会 教出 小学社会 ３～６年 

地図 帝国 楽しく遊ぶ小学生の地

図帳３・４・５・６年 

３～６年 

算数 東書 新編あたらしいさんすう 

新編新しい算数 

１～６年 

理科 大日本 たのしい理科 ３～６年 

生活 東書 新編あたらしいせいかつ上 

新編新しい生活下 

１・２年 

音楽 教芸 小学生のおんがく 

小学生の音楽 

１年 

２～６年 

図画 

工作 

日文 ずがこうさく 

図画工作 

１・２年 

３～６年 

家庭 東書 新編新しい家庭５・６ ５・６年 

保健 光文 小学ほけん 

小学保健 

３・４年 

５・６年 

英語 東書 NEW HORIZON 

Elementary English 

Course 5 

NEW HORIZON 

Elementary English 

Course 6 

My Picture Dictionary 

５年 

６年 

道徳 東書 新編あたらしいどうとく 

新編新しいどうとく 

新編新しい道徳 

１年 

２～４年 

５・６年 

表２ 中学校教科用図書（令和３～令和６年度使用） 

種目 
発行者 

略称 
書名 使用学年 

国語 三省堂 現代の国語１、２、３ １～３年 

書写 光村 中学書写一・二・三年 １～３年 

社会 

(地理的分野) 

帝国 社会科中学生の地理 

世界の姿と日本の国土 

１・２年 

社会 

(歴史的分野) 

東書 新しい社会 歴史 １～３年 

社会 

(公民的分野) 

東書 新しい社会 公民 ３年 

地図 帝国 中学校社会科、地図 １～３年 

数学 啓林館 未来へひろがる数学

１、２、３ 

１～３年 

理科 大日本 理科の世界１、２、３ １～３年 

音楽 

(一般) 

教芸 中学生の音楽１、２・

３年上、２・３年下 

１～３年 

音楽 

(器楽合奏) 

教芸 中学生の器楽 １～３年 

美術 日文 美術１、美術２・３

上、美術２・３下 

１～３年 

保健体育 学研 中学保健体育 １～３年 

技術・家庭 

(技術分野) 

開隆堂 技術・家庭 技術分

野 テクノロジーに

希望をのせて 

１～３年 

技術・家庭 

(家庭分野) 

開隆堂 技術・家庭 家庭分

野 生活の土台 自

立と共生 

１～３年 

英語 光村 Here We Go! 

ENGLISH COURSE１、

２、３ 

１～３年 

道徳 光村 中学道徳１、２、３ 

きみがいちばんひか

るとき 

１～３年 

(14) 海っ子山っ子スクール～小規模校特別転入学制度～

【概要】 

「海っ子山っ子スクール」は、海や山に囲まれ、自

然に恵まれた環境の中で、地域との交流を大切に

し、自然を生かした教育活動を行っている小規模の

学校に通学することにより、豊かな人間性を育み、

自然を愛する心を培うことを目的としています。 

【対象校】 

勝馬小 

【制度開始】 

平成 17年４月の転入学から 

【転入学の条件】 

制度の趣旨を理解し、対象校の教育活動に賛同す

ること、児童生徒自身が自力で公共交通機関を使

い原則１時間以内で通学できること等。 

(15) 小中一貫教育校（能古島小中学校）特別転入学制度

【概要】 

恵まれた自然環境の中で実施する、９年間の連続

した小中一貫教育を受ける児童を幅広く募集し、

特色ある教育活動、異年齢や地域との交流を大切

にした体験活動を通して、地域への愛着を育み、主

体的に学ぶ力や社会性を培うことを目的としてい

ます。 

【対象校】 

  能古島小中学校 

【制度開始】 

  平成 31年４月の転入学から 

【転入学の条件】 

制度の趣旨を理解し、対象校の教育活動に賛同す

ること、児童生徒自身が自力で公共交通機関を使

い、姪浜旅客待合所まで原則１時間以内で通学で

きること、転入学した場合、中学卒業まで在籍す

ること等。 
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３ 生徒指導 

(1) いじめ・非行防止対策

青少年の非行情勢は、刑法犯少年の検挙補導人員が減

少傾向にあるものの、非行者率や再犯者率など、いまだ

に高い水準で推移しています。また、スマートフォンな

どの急速な普及により、SNSを通じて複雑、広域化して

おり、状況の把握が難しくなってきています。さらに、

児童生徒虐待事案や性被害など、青少年が被害に遭う事

案も後を絶たず、青少年の問題は、「非行」と「被害」

の両面における対応が必要になっています。 

これらの課題は幾つかの要因が複雑に絡みあってお

り、単純な要因の解決で片付けられないものが多くなっ

ています。要因のなかでも、環境の誘発要因や内外の抑

制力の低下等の傾向が拡大しているところです。 

教育委員会では、次の５つの基本方針に基づき教育

委員会内の関係各部課が連携しながら、校内暴力・い

じめ及び非行防止対策を推進しているところです。 

○ 校長会との連携、教職員研修の強化充実

○ 生徒指導体制の確立と指導の充実

○ 学校と関係機関との連携強化

○ 小・中・高等学校の連携強化

○ 学校と地域関係団体との連携強化

特にいじめや不登校の問題は重要な問題として、

「こども総合相談センター（えがお館）」に公認心

理師や臨床心理士の資格をもつ教育カウンセラーを

配置し、面接相談、電話相談を実施しています。ま

た、公認心理師や臨床心理士の資格をもつスクール

カウンセラーを全ての市立学校に週１～２日（週８

時間）配置し、カウンセリングを通して児童生徒の

心のケアを行っています。また、社会福祉士や精神

保健福祉士の資格をもつスクールソーシャルワーカ

ーを全ての市立学校に週１～２日配置しており、教

育と福祉の両面から、こども総合相談センターなど

の関係機関と連携し、不登校などの課題を抱える子

どもや保護者の支援を行っています。 

また、上記の基本方針に基づき、生徒指導の充実を

期して次の基本的事項の徹底について、校長会をは

じめ各種の連絡会・協議会・研修会や学校訪問を通

じて指導・助言に努めています。 

○ 基本的生活習慣の確立

あいさつ、礼儀、服装、時間厳守等

○ 環境整備の徹底

清掃、掲示物整備、破損や落書の処置等

○ 意欲的に取り組む学習の成立

学習規律の確立「身構え、物構え、心構え」、わか

る授業の工夫、自学・家庭学習の習慣化

○ 生徒指導体制の確立

組織と役割分担、共通理解と共通実践等

○ 児童会・生徒会活動の充実

集団活動を通じた自発的・自治的な活動の育成等

○ 規則を理解し、守る態度の育成

道徳・特別活動等の指導の充実

○ キャリア教育の充実

資料整備、進路相談・体験学習を通しての適切な選択

○ 教育相談活動の推進

多面的な児童生徒理解、信頼関係の確立等

○ 暴力団の排除に関する教育の実施

○ 幼・小・中・高等学校、特別支援学校、PTA、地域と

の連携

● いじめ防止対策委員会の設置

● 中学校区青少年健全育成連絡協議会との連携

● 小・中学校連絡会、学校間の連絡会の充実、教育方

針の理解、地域活動の推進等

○ 関係機関との連携強化

情報交換、協力体制、適切な措置等

● 学校警察連絡協議会の活性化

● ふくおか児童生徒健全育成サポート制度の活用

● 校区内ネットワーク活用の推進

○ いじめゼロプロジェクト実施

児童生徒を主体としたいじめゼロサミットを軸とす

るいじめをなくす活動

○ 学校ネットパトロールの実施

● 学校非公式サイトをはじめとするネットの検索・監

視

● 誹謗中傷などの書き込みや不適切な画像の削除支援

等

● 情報提供及びネットトラブル等に関する相談窓口設

置

● 規範意識向上のため広報、啓発の実施

○ SNS（LINE）を活用した教育相談事業の実施

福岡市立学校に通う児童生徒、福岡市にある私立・国

立の小・中学校及び県立の特別支援学校（小学部・中

学部）に通う児童生徒の悩みや不安を、子ども達にと

って身近な SNS（LINE）を活用し、容易に相談をする

ことができる体制を構築することで、いじめや不登校

などの問題の未然防止、早期発見、深刻化防止を図り

ます。

(2) 長期欠席児童生徒対策

福岡市立小・中学校における長期欠席児童生徒数

は、全国と同様に増加傾向にあります。 

特に不登校児童生徒の増加については、国におい

て、「コロナ禍による生活環境の変化により生活リズ

ムが乱れやすい状況であったこと、学校生活において

様々な制限のある中でうまく交友関係が築けないな

ど、登校する意欲が湧きにくい状況であったこと等」

が要因とされており、福岡市でも同様です。 

○ 教育委員会の対策

● 「こども総合相談センター（えがお館）」に公認

心理師や臨床心理士の資格を持つ教育カウンセ

ラー、及び教育相談員を配置し、市内の児童生徒

20



や保護者などからのいじめや不登校に関する電

話相談や面接相談を行っています。 

● 教育支援センター「はまかぜ学級」をこども総合

相談センターに、「まつ風学級」を教育センター

に、「すまいる学級」を市内５ヶ所（東住吉小学

校内、東箱崎小学校内、野多目小学校内、金山小

学校内、壱岐東小学校内）に設置し、学校に行き

たくても行けない子どもたちの社会的自立や学

校復帰を目指し、支援を行っています。 

● スクールカウンセラーを全ての市立学校に週１

～２日（週８時間）配置し、児童生徒や保護者へ

のカウンセリングの機会を増やし、心のケアの

充実を図ります。 

● ひきこもり、または、ひきこもりがちな児童生徒

の家庭に、話し相手や遊び相手として大学生相

談員（メンタルフレンド）を派遣し、社会的自立

や学校復帰に向けて、支援を行っています。 

●スクールソーシャルワーカーを全ての市立学校

に週１～２日配置し、が、教育と福祉の両面から

こども総合相談センターなどの関係機関と連携

し、不登校などの課題を抱える児童生徒の支援

を行っています。 

● 小中学校全学年で 35人以下学級を実施し、個に

応じたきめ細かな指導の一層の充実を図ってい

ます。 

● 全ての中学校区に、教育相談コーディネーター

を配置し、児童生徒に対する指導・支援を行うと

ともに、校内におけるコーディネーターの役割

を担い、校内の支援体制づくりを行っています。 

● 登校支援が必要な児童生徒の保護者支援のた

め、教育委員会と NPO との共働による「不登校

よりそいネット」が、不登校支援に関する相談電

話や不登校セミナー、当事者参加の「不登校の悩

み語り合いませんか」等を実施しています。 

● 不登校または不登校傾向にある児童生徒に対

し、個別最適な動画教材を提供することにより、

自宅や校内外の居場所における児童生徒一人ひ

とりの学び直しの機会を保障しています。 

● 不登校児童生徒のうち、引きこもりがちで集団

への適応が難しい児童生徒が、１人１台端末を

活用して、他の児童生徒やスクールカウンセラ

ー等と交流するオンラインルームを開設してい

ます。 

○ 学校での取組み 

● 不登校の未然防止、早期発見のため、全市小１～

中３年生に Q－U アンケートを実施し、児童生徒

の理解の深化、校内研修会の充実、教育相談体制

の確立を図っています。 

● こども総合相談センター(教育相談機能、児童相

談所機能)、病院等の関係機関との連携を強化し

ています。 

４ 進路指導 

 

(1) 概況 

児童生徒が自らの生き方を考え、将来に対する目的

意識を持って主体的に自己の進路を選択決定し、社会

の変化に主体的に対応し、生涯にわたって自己実現を

図っていくことができる能力や態度を育成することを

目指すものです。 

学校においては、教師が教育活動全体を通じて計画

的・継続的に指導・援助を行いますが、その中心となる

のは学級活動での指導です。 

福岡市では、進路指導の重要性を考慮して次のよう

な事業を実施し、さらに研究会に対する指導・助言を行

っています。 

① 福岡市立高等学校入学者選抜要項説明会 

中学校を対象として、入学者選抜要項とともに各高  

等学校の概要を説明し、進路指導の適正化と充実を図

ります。 

 

② 就職生を励ます会 

昭和 62 年３月から中学校ごとに行う自校方式をと  

っています。各学校の実態に応じた内容で会を実施し

ています。 

 

③ キャリア教育担当者説明会 

発達段階に応じた継続的かつ体系的なキャリア教育

の充実をめざして、小・中・高・特別支援学校の担当者

を対象に、進路指導の改善とキャリア教育の充実に向

けた説明会を実施し、校種間での円滑な連携・接続を推

進しています。 

 

④ 職場体験の実施 

      勤労観・職業観を育てるために、全市立中学校で２

年生の生徒を中心に学校や地域の実態に応じて、体験

先を選定するなど見学や訪問等を含めた職場体験学習

を実施します。 

 

（2）進路指導事業 

高等学校中途退学防止や卒業後進路未定などの進路

指導上の課題を解決するために、小・中・高等学校等の

校種間及び福岡市の児童生徒等の進路に関わる関係機

関との連携を図り、進路指導の充実を図るための取組み

を行っています。 

① 進路指導に関する小中高連絡会 

小学校と中学校と福岡地区の高等学校及び専修・通信

制高校等とで、中途退学防止の取組みや、進路指導の充

実等について情報交換や意見交換を行い、小学校・中学

校・高等学校の連携を図っています。 

 

② 進路指導協力者会議 

福岡市の進路指導の充実と児童生徒の進路指導に関
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わる関係機関・団体との連携を図るため、平成 19年度

に福岡市進路指導協力者会議（構成機関・団体 17）を

設置しました。就職促進や卒業後進路未定の防止に向

けた取組みについての情報交換・協議を行っています。 

 

 

５ 学校体育 

 

(1) 概要 

学校体育の充実、発展を図るために、学校における体

育・健康に関する指導は、学校の教育活動全体を通じて

適切に行い、あらゆる指導を通じて、日常生活における

適切な体育的実践が促されるとともに生涯を通じて健康

で安全な生活を送るための基礎が培われるように努めて

います。 

教育指導計画においては、学習指導要領に基づく具体

的な年間計画を作成し、日常生活に生かす体育指導の推

進を図っています。特に体育的行事などの積極的な推進

や運動部活動の活発化を通して、体力づくりの諸活動を

推進しています。また、指導法の向上のため、各種研修

会を実施しています。 

体育施設については、体育施設営繕申請に基づき充実

を図っています。 

 

(2) 令和５年度運動会・体育会等の実施状況 

令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の感染症法

上の位置付けが５類に移行し、制限のない運動会・体育

会等が実施されました。 

 小学校 中学校 高校 特別支援学校 

実施 145 70 4 7 

実施なし 0 0 0 2 

合計 145 70 4 9 

 

(3) 中学校総合体育大会 

① 市大会 

令和５年度第 63 回福岡市中学校総合体育大会は、市

内の国・市・私立中学校を合わせた 83校、参加者生徒数

約 20,000人により行われました。 

 

② 県大会 

令和 17 年度より県内６地区での分散開催となり、７

月 27日～７月 31日の日程で、19種目の競技が各地区で

開催されました。 

福岡市では、ハンドボール、ソフトテニス、硬式テニ

ス、空手道が開催されました。 

成績は、優勝種目をあげると次のとおりです。 

水泳競技（女子）、体操競技（女子）、ハンドボール

（女子）、バスケットボール（男子）、空手道（男子） 

また、その他の種目でも健闘が大いに称えられていま

す。 

 ③ 九州・全国大会 
九州大会でも、水泳競技、サッカー、体操競技、新体

操、卓球、剣道、柔道、ハンドボール、バレーボール、

バスケットボール、軟式野球、ソフトテニス、空手道、

硬式テニスに出場し、それぞれ健闘しました。陸上競技

については、台風のため中止となりました。 

成績は、優勝種目をあげると次のとおりです。 

水泳競技（女子）、空手道（男子）、柔道（女子）、

新体操（女子） 

全国大会は、四国ブロックで開催され、卓球、バレー

ボール、陸上競技、水泳競技、柔道、体操競技が出場し、

それぞれ健闘しました。 

成績については、個人戦において柔道（女子 40kg級）

が準優勝となりました。 

 

④ 新人体育大会の開催 

昭和 47年に指定都市となり、区が設けられて以来、学

校行事や大会日程等の関係から中止されていた本大会

ですが、関係者の熱意と理解により昭和 59 年、13 年ぶ

りに再開され、令和５年度で 41回目を迎えました。 

 この大会は夏季総合体育大会後の１、２年生に新しい

目標と活動意欲を持たせ、部活動に参加している生徒の

体力や技能の向上とアマチュア精神の高揚を図るとと

もに、健全育成に貢献しています。 

 

(4) 令和５年度中学校運動部の種目別活動状況 

種目 性別 実施校数 参加生徒数 

陸上競技 男 3 105 

女 3 48 

男・女 39 1,794 

駅伝 男・女 1 36 

体操競技 男・女 1 17 

新体操 男・女 2 39 

水泳競技 男・女 11 315 

バスケットボール 男 63 1,696 

女 61 1,225 

バレーボール 男 35 961 

女 59 1,495 

卓球 男 42 1,151 

女 36 881 

ソフトテニス 男 46 1,541 

女 58 1,667 

バドミントン 男 9 306 

女 9 391 

男・女 2 68 

軟式野球 男・女 64 1,729 
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ソフトボール 女 17 241 

サッカー 男・女 58 1,656 

ラグビー 男・女 3 108 

ハンドボール 男 7 200 

女 8 126 

柔道 男 1 8 

女 1 2 

男・女 11 155 

剣道 男 7 107 

女 7 57 

男・女 40 923 

空手道 男・女 1 11 

なぎなた 男・女 2 57 

野外活動 男・女 3 135 

計 710 19,251 

※福岡市立中学校

(5) 令和６年度全国高等学校総合体育大会の開催準備・運

営

① 概要

全国高等学校総合体育大会は、高等学校教育の一環と

して、高校生に広くスポーツ実践の機会を与え、技能の

向上とスポーツ精神の高揚を図るとともに、高校生相互

の親睦を深め、心身ともに健全な青少年を育成すること

を目的に開催されます。 

令和６年度大会は、福岡県、佐賀県、長崎県、大分県

の北部九州ブロックで開催され、本市はバスケットボー

ルの競技種目別大会の運営にあたります。

② 令和６年度の事業

令和６年度は、高体連、競技団体及び関係団体と連携

し、競技種目別大会の準備・運営を行います。 

○ 福岡市実行委員会総会の開催

○ 関係機関・団体等との連絡調整

○ 大会役員等の編成

○ 広報活動の実施

○ 協賛事業の実施

○ 開催基本計画の整備

○ 各種契約の締結及び履行確認

○ 大会の開催・運営

○ 大会記録報告書、決算書作成

③ 本市開催競技の概要

○ 競技種目

競技種目 運営主体 

福岡市内で

開催される

競技種目 

バスケットボール 福岡市 

陸上 福岡県 

ハンドボール

※複数ある競技会場の

うち２会場が福岡市内 

久留米市 

○ 開催期間・競技会場（バスケットボール）

開催期間 競技会場 

令和６年８月３日 

～８月９日 

※３日は開会式のみ

・福岡市総合体育館（照葉積

水ハウスアリーナ）

・福岡市民体育館

・福岡県立スポーツ科学情報

センター（アクシオン福岡） 

(6) 令和７年度全国中学校総合体育大会の開催準備・運営

① 概要

全国中学校体育大会は、中学校教育の一環として、中

学校生徒に広くスポーツ実践の機会を与え、競技力の向

上、アマチュアスポーツ精神の高揚及び生徒相互の親睦

を図る目的をもって開催します。 

 令和７年度の大会は、九州ブロックで開催され、本市

は柔道の競技種目大会の運営にあたります。 

② 令和６年度の事業

令和６年度は、中体連、競技団体、関係団体及び市職

員などで構成する「令和７年度全国中学校総合体育大会

福岡市実行委員会」を設立し、令和７年度の本大会に向

けて開催準備を推進します。 

○ 福岡市実行委員会の設立

○ 大会運営費の試算、運営及び競技役員・補助員の編

成

○ 先進地視察・調査

○ 大会の広報

○ 各業務の実施要領等の作成

○ 関係機関・団体等との連絡調整

③ 開催競技の概要

○ 競技種目

競技種目 運営主体 

福岡県内で

開催される

競技種目 

柔道 福岡市 

卓球 北九州市
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○ 開催期間・競技会場（柔道）

開催期間 競技会場 

令和７年８月１９日 

～８月２２日 

・福岡市総合体育館（照葉積

水ハウスアリーナ）

(7) 学校体育施設

① プールの整備状況

小・中学校のプールは､25ｍを基準として､整備してい

ます。（離島等一部の学校を除く。） 

 また、経年劣化が進んでいるプールについて、改修等

を行っています。 

② 講堂兼体育館の整備状況

小・中学校の講堂兼体育館については、年次計画によ

り改修等を行っています。 

 また、体育学習や部活動等を一層充実、発展させるた

め、小学校は昭和 63年度から、中学校は昭和 61年度か

ら新・改築時に新基準による整備を進めています。 

③ 武道場の整備状況

中学校の武道場は体育学習や部活動等を一層充実、発

展させるため、昭和 56 年度から年次的に整備し、昭和

61年度までに、一部の小規模校を除き、整備が完了して

います。 

６ 学校保健安全 

 学校保健の目標は、児童生徒が健康の大切さを認識し、

自らの健康を管理し、改善していくような資質や能力の基

礎を培い、生涯を通じて心身の健康を保持増進するための

実践力を育成することにあります。 

(1) 安全教育

① 安全教育と安全管理

学校安全の目的は、児童生徒が、自他の生命尊重を

基盤として、自ら安全に行動し、社会の安全に貢献で

きる資質や能力を育成するとともに、児童生徒の安全

を確保できる環境を整えることです。 

 学校安全の活動は、児童生徒が自ら安全に行動した

り、他の人や社会の安全のために貢献したりすること

ができるようにする安全教育、児童生徒を取り巻く環

境を安全に整えることを目指す安全管理、両者の活動

を円滑に進めるための組織活動があります。 

② 概況

各学校においては、「第２次福岡市教育振興基本計

画」をもとにして、実態に応じ年間計画を立案し、学

校行事・学級活動を中心とした安全教育と生活安全、

交通安全、災害安全の安全管理を、家庭・地域社会と

の連携を中心にした組織活動で効果的に実践し、推進

を図っています。 

③ 交通安全教育

交通安全教育は、安全教育の中で特に重点事項とし

て指導を進めています。年度当初に各学校とも校区の

実情、道路、交通等の状況をもとに、校長が諸団体と

協議して適切な通学路を設定し、児童生徒の安全・安

心のために安全マップを作成し、交通安全教育に活用

しています。また、家庭や地域と連携協力し、学校と

地域が一体となった安全教育の徹底に努めています。

教育委員会では、各学校の安全担当者を対象に年１回

学校安全教育担当者研修会を実施し、安全教育及び安

全管理に対する教職員の指導力の向上を図っていま

す。 

(2) 児童生徒の健康診断

健康診断は、児童生徒の心身の健康状態を検査しその

結果に基づいて適切な管理と指導を行い、それを通し

て、児童生徒自らが、自分のからだの健康状態について

知り、正しい健康生活の習慣や態度を養うことを目的と

しています。 

心臓検診は、昭和 63年度から小・高等学校の１年生に

加えて中学校の１年生全員に心電図検査を実施し、検診

の充実を図るとともに学校生活管理指導表等によるき

め細かい指導管理に努めています。 

尿検査は全学年を対象に実施し、腎臓疾患及び糖尿病

の早期発見に努めています。 

また、歯及び口の疾病予防のため、歯みがき指導等の

歯の保健指導に力を入れて取り組んでいます。 

以上のように健康診断体制の整備充実と、健康管理の

徹底は学校教育推進の基盤であり、疾病の予防、早期発

見、早期治療を総合的に実施することにより次代を担う

児童生徒の健全な育成を図り、将来にわたる疾病予防・

健康保持に努めています。 

(3) 独立行政法人日本スポーツ振興センター

学校安全の普及充実を図るとともに、福岡市立の小学

校・中学校・高等学校・特別支援学校の管理下における

児童生徒の災害に関する必要な給付を行い、もって心身

ともに健康な児童生徒の育成に資することを目的とし、

災害共済給付事業を実施しています。 

（令和５年度 給付件数 14,713件） 

(4) 教職員の健康診断

教職員の健康管理は、学校教育を円滑に実施し、その

成果を確保するうえにおいて大変重要であり、平成 13

年度からは、胃検診以外の項目については学校巡回方式

で実施するなど、受診率の向上に努めるとともに、検診

の結果に基づいて産業医による適切な管理と指導に努

めています。 
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(5) 学校保健大会

福岡市の学校が当面している学校保健の諸問題を研

究討議し、学校保健の推進を図るとともに、児童生徒及

び職員の健康保持増進に資することを目的として、福岡

市学校保健会との共催により開催しています。 

学校保健関係者多数の参加を得て、保健安全優良校、

よい歯・口の学校、学校保健功労者等の表彰並びに特別

講演、研究発表を行っています。 

７ 学校給食 

学校給食は、児童生徒の心身の健全な発育に資し、か

つ、食生活の改善に寄与するものであり、教育活動の一環

として実施しています。 

福岡市における学校給食は、小学校では昭和 25年から

単独校方式（自校方式）で、中学校については昭和 48年

から、特別支援学校については昭和 50年から共同調理場

方式（センター方式）で開始しました。 

米飯給食については、小学校では昭和 57年から、中学

校では昭和 48年の給食開始時から導入し、現在、小・中

・特別支援学校において週３回実施しています。

これらの学校給食を通して、児童生徒の健康の増進、体

位の向上を図り、また、日常生活における正しい食習慣を

身につけさせ、さらに教師と児童生徒、児童生徒相互の心

のふれあいによる好ましい人間関係の育成を図るととも

に、共同生活の基本的態度を習得させるなど、教育上大き

な成果を上げています。 

さらに、健康教育の重要性を認識し、食教育の充実及び

食文化・マナーの指導に努めています。 

また、給食の実施に当たっては、食中毒などの発生を防

止するため、衛生管理の徹底を図っています。 

公益財団法人福岡市学校給食公社 

設立年月日 昭和 48年２月 28日 

所 在 地 早良区百道３丁目 10番１号 

（福岡市教育センター内１階） 

基 本 金 基本財産 1,000万円（福岡市出資 500万

円） 

事業内容 福岡市からの委託を受け、給食運営課及び

学校給食センターの指導の下に行う給食物

資の調達・配給等の事業 

沿  革 昭和 48年２月 学校給食の円滑な運営を図

るため、福岡市の全額出資

により財団法人として設立 

昭和 48年７月 学校給食センター（那の

 津）で事業開始 

昭和 49年２月 有田支所で事業開始 

昭和 50年４月 柳瀬支所で事業開始 

昭和 58年４月 箱崎支所で事業開始 

平成７年４月 (財)福岡市学校給食会と統

 合 

平成 25年４月 (公財)福岡市学校給食公社

 に移行 

平成 26年７月 柳瀬支所廃止 

平成 28年７月 学校給食センター（那の

 津）廃止 

令和２年７月  有田支所・箱崎支所廃止 

調理・配送業務終了 

※給食の調理・配送については、平成 26 年９月より第

１給食センター（㈱福岡市第１学校給食サービスへの

業務委託）、平成 28 年８月より第２給食センター

（㈱福岡市第２学校給食サービスへの業務委託）、令

和２年 10 月より第３給食センター（㈱福岡スクール

ランチパートナーズへの業務委託）が実施。

(1) 給食の実施状況  (令和６年５月１日現在  単位：校、人) 

区 分 総 数 
学校給食（完全給食） 

単独校方式（自校方式） 共同調理場方式（ｾﾝﾀｰ方式） 

小 学 校 
学 校 数 146 146 100.0% － －    % 

児 童 数 82,772 82,772 100.0 － －  

中 学 校 
学 校 数 69 5 7.2 64 92.8 

生 徒 数 39,111 656 1.7 38,455 98.3 

特別支援 

学 校 

学 校 数 7 2 28.6 5 71.4 

児童生徒数 1,769 276 15.6 1,493 84.4 

計 
学 校 数 222 153 68.9 69 31.1 

児童生徒数 123,652 83,704 67.7 39,948 32.3 
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(2) 給食の内容

① 児童生徒１人当たりの平均給与栄養量

区分 
ｴﾈﾙｷﾞｰ
(kcal)

たんぱく質 
(g) 

脂肪 
(g) 

ｶﾙｼｳﾑ
(mg)

鉄 
(mg) 

ﾋﾞﾀﾐﾝ

A 
(μgRE) 

B1 
(mg) 

B2 
(mg) 

C 
(mg) 

小学校 
本市基準栄養量 600 19.5～30.0 13.3～20.0 333 2.9 200 0.40 0.43 25 

本市平均給与栄養量 596 25.5 20.5 337 3.1 468 0.45 0.58 22 

中学校 
本市基準栄養量 770 25.0～38.5 17.1～25.7 450 4.5 300 0.50 0.60 35 

本市平均給与栄養量 761 31.0 24.9 419 4.4 552 0.57 0.69 31 

知
的
障
が
い
特
別
支
援
学
校

小学部 
本市基準栄養量 550 17.9～27.5 12.2～18.3 333 2.9 200 0.40 0.43 25 

本市平均給与栄養量 570 24.8 21.0 378 3.4 459 0.42 0.59 26 

中学部 

高等部 

本市基準栄養量 720 23.4～36.0 16.0～24.0 450 4.5 300 0.50 0.60 35 

本市平均給与栄養量 720 29.8 24.1 408 4.2 553 0.54 0.67 30 

肢
体
不
自
由
特
別
支
援
学
校

小学部 
本市基準栄養量 520 16.9～26.0 11.6～17.3 333 2.9 200 0.40 0.43 25 

本市平均給与栄養量 534 24.9 18.8 342 2.6 434 0.42 0.59 26 

中学部 

高等部 

本市基準栄養量 660 21.5～33.0 14.7～22.0 450 4.5 300 0.50 0.60 35 

本市平均給与栄養量 664 30.3 21.7 374 3.4 554 0.54 0.68 34 

② 学校給食費

学校給食の実施に要する経費のうち、食材料費相当額を学校給食費として保護者から徴収しています。

（給食費月額：平成 27年４月改定） 

区分 
年間給食日数 

(日) 
月額(円) 日額(円) 

日額の内訳(円)※令和６年度 

主食 牛乳 おかず 

小学校 190 4,200 243.15 63.49 53.66 126.00 

中学校 190 5,000 289.47 70.81 55.67 162.99 

(3) 学校給食センター (令和６年５月１日現在) 

調理場名 所在地 
敷地面積 

(㎡) 

延床面積 

(㎡) 

給食開始 

( 年 月) 

最大調理

食数 

(食/日) 

対象 

学校数 

(校) 

給食対象 

人員 

(人) 

内訳(人) 

児童生徒 教職員 

第１給食ｾﾝﾀｰ 博多区東平尾 13,177 6,751 H26.9 約13,000 23 13,914 12,841 1,073 

第２給食ｾﾝﾀｰ 東区香椎浜ふ頭 12,605 5,832 H28.8 約13,000 23 13,904 12,794 1,110 

第３給食ｾﾝﾀｰ 西区今宿青木 26,874 6,416 R2.10 約15,000 23 15,419 14,313 1,106 

（令和５年度）
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(4) 給食のしくみ

平成 21年９月から会計の透明性の向上、保護者負担の公平性の確保、学校現場の事務負担の軽減等を目的に、学校給食

費を市の歳入予算に、給食の食材料費を市の歳出予算に計上し、収納滞納管理をシステム化して教育委員会事務局で一括

管理する公会計処理に移行しました。 
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８ 学校の安全対策 

 

 学校は本来、児童生徒が安心して学び遊べる場所です。と

ころが、近年、不審者の学校侵入や登下校中における事件・

事故などが多発しているため、各学校の安全対策の充実に努

めています。 

○ 学校独自の危機管理マニュアルの改訂 

○ 不審者侵入防止等チェックリスト等による日常的な安

全点検 

○ 不審者の侵入を想定した撃退法や避難の仕方等の防犯

訓練の実施 

○ 児童生徒が自分の身は自分で守る等の体験型被害防止

教室の実施 

○ 小学校１年生及び市外からの転校生に防犯ブザーを配

付 

○ 外部からの来校者の確認、校内の見通しが悪い場所や死

角の把握、不審者の侵入防止や犯罪の抑止を図るため、

防犯カメラを設置 

 ○ 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業の実施 

  ● スクールガード養成講習会の開催 

  ● スクールガード・リーダー連絡会 

  ● スクールガード・リーダーによる学校の巡回指導と評

価等の実施 

○ 小学校の各教室及び職員室等にインターホンを整備 

 

 

９ 特別支援教育 

 

(1) 概要 

平成 19 年４月１日より「学校教育法の一部を改正す

る法律」が施行され、それまでの障がい児教育（特殊教

育）が、特別支援教育としてスタートしました。 

特別支援教育は、障がいのある幼児児童生徒の自立や

社会参加に向けた主体的な取組みを支援するという視

点に立ち、児童生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握

し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又

は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うもの

です。 

また、特別支援教育は、それまでの障がい児教育（特

殊教育）の対象の障がいだけでなく、知的な遅れのない

発達障がいも含めて、特別な支援を必要とする幼児児童

生徒が在籍する全ての園・学校において実施されるもの

です。 

さらに、特別支援教育は、障がいのある児童生徒への

教育にとどまらず、障がいの有無やその他の個々の違い

を認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる共生

社会の実現を目指すものです。平成 28年４月１日の「障

害者差別解消法」の施行により、その重要性は増してい

ます。 

 

 

(2) 特別支援学校 

知的障がい特別支援学校として、昭和34年に大濠養

護学校（現福岡中央特別支援学校）を設置して以来、

東福岡特別支援学校、若久特別支援学校、生の松原特

別支援学校を設置してきました。 

また、病弱特別支援学校として屋形原特別支援学校

を、肢体不自由特別支援学校として南福岡特別支援学

校、今津特別支援学校を設置し、障がいの種類と程度

に応じた教育を行っています。 

昭和47年度から大濠養護学校に高等部を設置し、年

次的に増設を図り、57年度には若久特別支援学校に、

58年度には南福岡特別支援学校に、59年度には生の松

原特別支援学校と東福岡特別支援学校に、平成元年度

には今津特別支援学校にそれぞれ高等部を設置しまし

た。また、知的障がい高等特別支援学校として、平成

16年度には博多区に「博多高等学園」を、令和５年度

には南区に「清水高等学園」を設置しました。 

平成20年度には、屋形原特別支援学校を、病弱と知

的障がいに対応できる特別支援学校として再整備し、

知的障がいのある児童生徒の受け入れを始めました。 

現在、福岡中央、東福岡、若久、生の松原、屋形

原、南福岡、今津の各特別支援学校にスクールバス

（南福岡、今津はリフトバス）を配置し、通学等の便

に供しています。 

① 知的障がい特別支援学校 

 知的障がいのある児童生徒のうち、他人との意思

疎通が困難で日常生活を営むのに頻繁に援助を必要

とする程度の児童生徒及びその程度に達しないが社

会生活への適応が著しく困難な児童生徒に対して、

小・中・高等学校に準ずる教育を行うとともに、障

がいによる学習上または生活上の困難を克服し自立

を図るために必要な知識技能を授ける教育を行いま

す。 

 

② 肢体不自由特別支援学校 

 肢体不自由のため、小・中・高等学校における学

習が困難な児童生徒に対して、小・中・高等学校に

準ずる教育を行うとともに、障がいによる学習上ま

たは生活上の困難を克服し自立を図るために必要な

知識技能を授ける教育を行います。 

 

③ 病弱特別支援学校 

 病弱のため、小・中学校における学習が困難な児

童生徒に対して、小・中学校に準ずる教育を行うと

ともに、障がいによる学習上または生活上の困難を

克服し自立を図るために必要な技能を授ける教育を

行います。 

 

(3) 特別支援学級及び通級指導教室 

知的障がい特別支援学級、肢体不自由特別支援学

級、病弱特別支援学級、難聴特別支援学級、弱視特別
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支援学級、難聴・言語障がい通級指導教室、自閉症・

情緒障がい特別支援学級、情緒障がい通級指導教室、

LD・ADHD等通級指導教室を設置して障がいの状態に応

じた教育を行っています。 

① 知的障がい特別支援学級 

知的障がいの程度が比較的軽度な児童生徒に対し

て、障がいの状態に応じた教育を行っています。 

 

② 肢体不自由特別支援学級 

肢体不自由の程度が比較的軽度な児童生徒に対し

て、障がいの状態に応じた教育を行っています。 

 

③ 病弱特別支援学級 

入院治療を要する児童生徒や病虚弱のため通常の学

級における学習が困難な児童生徒に対し、医療機関と

の連携のもとに教育を行っています。 

 

④ 難聴特別支援学級 

聴覚障がいの程度が比較的軽度な児童生徒に対し

て、障がいの状態に応じた教育を行っています。 

 

⑤ 弱視特別支援学級 

視覚障がいの程度が比較的軽度な児童生徒に対し

て、障がいの状態に応じた教育を行っています。 

 

⑥ 難聴・言語障がい通級指導教室 

難聴児及び言語障がい児に対して、在籍学級等と連

携して教育を行っています。 

 

⑦ 自閉症・情緒障がい特別支援学級 

他者とのコミュニケーションや対人関係の形成が困

難な児童生徒に対して、障がいの状態に応じた教育を

行っています。 

 

⑧ 情緒障がい通級指導教室 

他者とのコミュニケーションや対人関係の形成が困

難な通常の学級の児童生徒のうち、通級による指導を

行うことが適当な児童生徒に対し、在籍学級等と連携

して教育を行っています。 

 

⑨ LD・ADHD等通級指導教室 

学習障がい（LD）や注意欠如多動性障がい（ADHD）

等の診断を受けた通常の学級の児童生徒のうち、通級

による指導を行うことが適当な児童生徒に対し、在籍

学級等と連携して教育を行っています。 

 

(4)  訪問教育 

障がいの程度が重度であるか、または重複しており、

通学して教育を受けることが困難な児童生徒に対して、

特別支援学校教員が家庭あるいは病院等を訪問して行う

教育です。 

教育内容としては、特別支援学校学習指導要領に準拠

して、自立活動等の学習指導を主とした、個別指導や集

団指導を行っています。 

 

(5)  学校生活支援員等の配置 

小・中・高等学校において、様々な配慮を必要とする

児童生徒に対して学校生活上の支援などを行うため、学

校生活支援員及び、学校生活支援ボランティアを配置し

ています。 

 

(6) 学校看護師の配置 

  小・中・特別支援学校に在籍する医療的ケアを必要と

する児童生徒に対して、学校看護師を配置して医療的ケ

アを実施しています。 

 

(7) 医療的ケアが必要な児童生徒の通学支援 

  医療的ケアが必要な特別支援学校児童生徒に対して、

福祉タクシー等を活用した登校支援を試行的に実施して

います。 

 

 

10 高等学校教育 

 

市内には高等学校が 42校（県立 15校、市立４校、私立

23校）あり、福岡市が設置する４校においては普通科、総

合学科、国際教養科、工業系の学科、家庭系の学科の計 13

学科を設置しています。各校の特色や教育内容等の広報に

努めるとともに、魅力を高めるための特色ある教育の取組

みを推進するため、専門学科を有する学校の今後のあり方

について検討しています。 

 

(1) 福翔高校 

進学型の総合学科高校として「文武両道」を体現する

生徒が活躍する高校を目指し、現在、福翔改革サードス

テージを進めています。学びの３本柱である「キャリア

教育の充実」「アクティブラーナーの育成」「部活動の

活性化」を実現するためのプログラムや進学コースを充

実させています。 

 

(2) 博多工業高校 

工業高校ならではの教育を通して、ものづくりのスペ

シャリストを育て、産業界から求められる確かな技術を

身につけた生徒を育成しています。また、各種資格取得

や検定合格、社会人として求められる礼儀や規律、コミ

ュニケーション能力等の育成にも力を入れています。 

 

(3) 福岡女子高校 

市内の公立高校で唯一の女子高校であり、調理師免許

の取得ができるなどの特色を持つ家庭科の専門４学科

と国際教養科、普通科の計６学科を有しています。普通

科に看護進学コースを設置し、多様な進路希望を実現す
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るための教育活動を実践しています。 

(4) 福岡西陵高校

普通科進学校として、探求活動や ICT 教育の推進な

ど、確かな学力を身につけ、生徒一人ひとりが希望進路

を実現する学校を目指し取り組んでいます。また、海外

の学校との交流等、国際交流をすすめ、国際性豊かな人

間を育成しています。 

11 公立夜間中学 

 令和４年４月に公立夜間中学「福岡きぼう中学校」を早

良区百道に開校し、様々な事情で義務教育を十分に受ける

ことができなかった方々に、就学の機会を提供しています。 

○所在地  早良区百道３丁目 10番１号 

（福岡市教育センター内） 

○施設構成 校長室１室、職員室（事務室を含む）１室、

教室６室 ※特別教室や保健室について

は、教育センター内の既存の諸室を活用 

○入学対象 福岡市の住民基本台帳に登録されており、

かつ学齢期を過ぎた人で以下のいずれか

を満たす人 

・様々な事情により義務教育を修了してい

ない人 

・不登校などの事情により義務教育が十分

に受けられなかった人 

12 幼稚園教育 

福岡市立幼稚園は、取り巻く環境の変化に鑑み、その役

割・必要性を整理し、各園が立地する地域の保育需要など

を踏まえ、あり方の検討を進めてきました。その結果、市

立幼稚園も私立幼稚園も同等の教育を受けられる状況に

あることなどを総合的に勘案し、市立幼稚園としての役割

を終えることとし、平成 30年度末にすべて閉園しました。 

幼稚園教育については、「福岡市保・幼・小・中連絡協

議会」を要に、幼児期の教育と学校教育の円滑な接続の観

点から、今後も保幼小中連携を推進し、充実を図っていき

ます。 
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○市立学校の姉妹校等締結状況一覧

（令和６年３月 31日現在） 

締結校 相手校 相手校所在地 協定締結日 

1 高 福岡西陵高等学校 テクニカル・ハイスクール アメリカ合衆国 オークランド市 昭和 54 年 11 月 17 日 

2 高 福翔高等学校 トゥールズロートレック職業高校 フランス ボルドー市 昭和 59 年 ４月 ６日 

3 高 福岡西陵高等学校 ケルストン男子・女子高校 ニュージーランド オークランド市 昭和 62 年 ３月 20 日 

4 高 福岡女子高等学校 東莱女子高校 大韓民国 釜山廣域市 昭和 63 年 ９月 20 日 

5 中 宮竹中学校 グレンドーイカレッジ中学校 ニュージーランド オークランド市 平成 元年 11 月 20 日 

6 高 福岡西陵高等学校 江原大学校師範大学附設高等学校 大韓民国 春川市 平成 ３年 10 月 30 日 

7 小 西新小学校 南川初等学校 大韓民国 釜山廣域市 平成 ５年 ３月 27 日 

8 小 野芥小学校 下南国民学校 大韓民国 釜山廣域市 平成 ７年 ６月 23 日 

9 小 別府小学校 リムウェラ・インターメディエット・スクール ニュージーランド オークランド市 平成 ８年 ８月 16 日 

10 中 早良中学校 グレン・イーデン・インターメディエット・スクール ニュージーランド オークランド市 平成 ８年 10 月 25 日 

11 小 今津小学校 長承浦初等学校 大韓民国 巨済市 平成 10 年 12 月 10 日 

12 小 入部小学校 ステエラン小学校 フランス ボルドー市 平成 11 年 ９月 27 日 

13 小 内浜小学校 ラジャーディヒル・エクラム小学校 マレーシア イポー市 平成 11 年 10 月 29 日 

14 小 宮竹小学校 パガール・ビシ小学校 マレーシア クアラトレンガヌ市 平成 12 年 ７月 25 日 

15 小 東若久小学校 千戸初等学校 大韓民国 ソウル市 平成 13 年 ６月 15 日 

16 中 箱崎清松中学校 望美中学校（交流校） 大韓民国 釜山廣域市 平成 13 年 11 月 １日 

17 小 愛宕浜小学校 レンジビュー・インターメディエット・スクール ニュージーランド オークランド市 平成 14 年 ３月 27 日 

18 小 若宮小学校 サマーヴィル・インターメディエット・スクール ニュージーランド オークランド市 平成 14 年 ８月 ５日 

19 中 博多中学校 開林中学校 大韓民国 釜山廣域市 平成 14 年 10 月 １日 

20 小 塩原小学校 広南初等学校 大韓民国 ソウル市 平成 15 年 ７月 21 日 

21 中 金武中学校 大西中学校 大韓民国 大邱廣域市 平成 15 年 ７月 25 日 

22 小 西高宮小学校 旭水初等学校 大韓民国 大邱廣域市 平成 16 年 ２月 ６日 

23 小 那珂小学校 新川初等学校 大韓民国 釜山廣域市 平成 16 年 ４月 ４日 

24 中 宮竹中学校 ドウングン科学中学校 マレーシア クアラトレガンヌ市 平成 16 年 ７月 31 日 

25 小 若久小学校 中星小学校 中華人民共和国 広州市 平成 16 年 12 月 27 日 

26 小 西花畑小学校 マリーズベイ・インターメディエット・スクール ニュージーランド オークランド市 平成 17 年 ８月 25 日 

27 小 博多小学校 到遠外国語小学校 中華人民共和国 南京市 平成 19 年 ８月 17 日 

28 小 和白東小学校 ノーマルインターメディエットスクール ニュージーランド オークランド市 平成 22 年 ８月 19 日 

29 小 那珂南小学校 後龍國民小學 台湾 苗栗縣後龍鎮 平成 23 年 12 月 15 日 

30 小 高宮小学校 サマーヴィル・インターメディエット・スクール ニュージーランド オークランド市 平成 25 年 ９月 24 日 

31 中 宮竹中学校 華明中学校 大韓民国 釜山広域市 平成 27 年 12 月 21 日 

32 中 住吉中学校 三政中学校 大韓民国 金海市 平成 28 年 ８月 ３日 

33 小 西新小学校 暁庄学院小学校 中華人民共和国 南京市 平成 30 年 ２月 ９日 

34 中 東光中学校 ハウプトシューレ ヘアベツカウル ドイツ フレッヒェン 平成 30 年 ９月 25 日 

35 小 舞松原小学校 ホーウイック・インターメディエット・スクール ニュージーランド オークランド市 令和 元年 ９月 26 日 

〔参考〕国別の締結件数     〔参考〕学校種別の締結件数等 

①大韓民国 14件 ⑤マレーシア 3件 小学校 21件(20校) 

②ニュージーランド 10件 ⑥中華人民共和国 3件 中学校 9件( 7校) 

③アメリカ合衆国 1件 ⑦ドイツ連邦 1件 高等学校 5件( 3校) 

④フランス 2件 ⑧台湾 1件 計 35件(30校) 

計 35件 
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13 教職員 

 

(1) 教職員等現員状況 

（令和６年５月１日現在 単位：人） 

学校種別 

教職員等内訳 

校 長 副校長 教 頭 
主 幹 

教 諭 

指 導 

教 諭 
教 諭 講 師 

養 護 

教 諭 

栄 養 

教 諭 

事 務 

職 員 

主 任 

実 習 

助 手 

実 習 

助 手 

学 校 

栄 養 

職 員 

用務員 
調 理 

業務員 
合 計 

小 学 校 
(36) (2) (46) (16) (22) (2,521) (0) (165) (87) (141) (0) (0) (8)  (144) (3,188) 

145 5 183  95  40  3,704  1  165  88  227  0 0 8   155  4,816 

中 学 校 
(11) (1) (16) (7) (19) (1,011) (1) (78) (12) (66) (0) (0) (0)   (1,222) 

66  4  85  59  33  2,100  2  78  12  91  0 0 0    2,530 

特別支援学校 
(4) (0) (3) (5) (10) (462) (0) (16) (7) (24) (2) (0) (0)   (533) 

9  1 15  15  15 663  0 16  7  32  2  0 0   775 

高 等 学 校 
(2) (1) (1) (1) (2) (94) (0) (3) (0) (6) (1) (0) (0)   (111) 

4  2  6  2  6  233  0 3  0 18 1 0  0   275 

合   計 
(53) (4) (66) (29) (53) (4,088) (1) (262) (106) (237) (3) (0) (8) (1) (144) (5,055) 

224 12 289 171 94 6,700 3 262 107 368 3  0  8  133  155  8,529 

 注）（ ）は女性で内数。再任用者を含む。休職者、兼務者及び再任用短時間は除く。講師は期限を付さない常勤講師。 

 注）用務員については、拠点となる学校に複数の職員を配置して全校に対応しているため全体の配置数を計上している。 

 

(2) 教職員等数の推移 

（各年度５月１日現在 単位：人） 

学校種別 
平成 

27年度 
指数 

平成 

28年度 
指数 

平成 

29年度 
指数 

平成 

30年度 
指数 

令和 

元年度 
指数 

小 学 校 3,952 100 3,951 99 4,129 104 4,277 108 4,271 108 

中 学 校 2,025 100 2,036 100 2,196 108 2,234 110 2,196 108 

特別支援学校 644 100 634 98 652 101 683 106 680 105 

高 等 学 校 273 100 267 97 282 103 272 99 270 98 

幼 稚 園 25 100 24 96 22 88 6 24 - - 

合   計 6,919 100 6,912 99 7,281 105 7,472 107 7,417 107 

  

学校種別 
令和 

２年度 
指数 

令和 

３年度 
指数 

令和 

４年度 
指数 

令和 

５年度 
指数 

令和 

６年度 
指数 

小 学 校 4,283 108 4,463 112 4,542   114 4,704   119 4,816 121 

中 学 校 2,213 109 2,290 113 2,366 116 2,458 121 2,530 124 

特別支援学校 670 104 698 108 703 109 751 116 775 120 

高 等 学 校 271 99 271 99 274 100 278 101 275 100 

幼 稚 園 - - - - - - - - - - 

合   計 7,437 107 7,722 111 7,885 113 8,191 118 8,396 121 

注）再任用者、期限を付さない常勤講師を含む。用務員、休職者、兼務者及び再任用短時間は除く。指数は平成 27 年度を 100

とし、端数切捨。 

 

(3) 男女別、年齢別、小・中学校教諭（主幹教諭、指導教諭を含む） 

（令和６年５月１日現在 単位：人） 

 

注）再任用者、期限を付さない常勤講師を含む。休職者、兼務者及び再任用短時間は除く。 

20 26 31 36 41 46 51 56 61歳
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(4) 教職員異動状況 

（令和５年３月 31日～令和６年３月 30日 単位：人） 

区 分 小学校 中学校 特別支援学校 高等学校 総数 

採 用 401 270 81 17 769 

退 職 245 179 62 19 505 

休 職 99 49 23 4 175 

復 職 40 18 9 3 70 

転 任 673 294 120 22 1,109 

昇 任 94 53 14 2 163 

総数 1,552 863 309 67 2,791 

 注）休職には病気休職及び組合専従により、報告対象期間中に１日以上休職した教職員を計上する。 

(5) 令和６年度（令和５年度実施）福岡市立学校教員採用

候補者選考試験 

● 小・中・特別支援・高等学校教員採用区分 

受験者数 1,575人 

（内訳）  

小学校教諭 678人 

中学校教諭 565人 

高等学校教諭 42人 

特別支援学校教諭 121人 

養護教諭 134人 

栄養教諭 35人 

 

(6) 令和６年度管理職候補者選考試験 

期日  令和５年８月 

区 分 
校 長 

候補者 

教 頭 

候補者 
合 計 

小学校 
（44） 

159人 

（23） 

109人 

（67） 

268人 

中学校 
（17） 

85人 

（11） 

74人 

（28） 

159人 

高等学校 
（3） 

8人 

（0） 

5人 

（3） 

13人 

合  計 
（64） 

252人 

（34） 

188人 

（98） 

440人 

注）( )は女性で内数。 

 

(7) 教員評価制度 

平成 29 年度に校長及び高等学校の副校長・教頭へ導

入した業績評価について、職員のモチベーションの向上

及び働き方改革の推進による組織の活性化を図るため、

令和５年度から対象者を全教職員及び事務職員に拡大し、

実施しています。職員一人ひとりの業績を適正に評価し、

評価結果をフィードバックすることで、職員の資質・能

力を向上させ、あわせて組織的・計画的な学校経営の推

進に取り組んでいます。 

 

 

 

(8) 福利厚生 

① 教職員の福利厚生制度 

教職員の福利厚生には、法定の制度として地方公務員

等共済組合法に基づく「公立学校共済組合」及び地方公

務員災害補償法に基づく「公務災害補償」があり、法定

外では、「福岡市教職員互助会」があります。 

 

② 福岡市教職員互助会 

福岡市教職員互助会では、市立学校の教職員の福利厚

生に関する事業として見舞金等の給付事業や健康管理、

研修等の助成事業等を実施しており、これらの事業を通

じて教職員の健康増進及び研修による資質の向上等を

図っています。 

 

③ 教職員住宅 

住宅名 建設場

所 

建物の

構造 

戸数 

小呂１・２号棟 教職員

住宅 

小呂島 木造２

階建 

12戸 

小 呂 ３ 号 棟   〃 〃 〃 4戸 

小 呂 ４ 号 棟   〃 〃 〃 1戸 

玄 界 第 １   〃 玄界島 ＲＣ３

階建 

9戸 

玄 界 第 ２   〃 〃 木造２

階建 

12戸 
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○ 令和６年度事業概要 

事  業  内  容 予算額 備         考 

  千円  

 見 舞 金 6,720 出産見舞金、傷病見舞金、災害見舞金、療養見舞金 

給 付 祝 金 10,120 入学祝金、結婚祝金、育児祝金 

 弔 慰 金 2,680 死亡弔慰金（本人、配偶者、子、父母、扶養親族） 

貸 付 貸 付 金 764,796 一般資金、慶弔資金、車両購入等資金、転居資金、修学資金 

 厚生活動補助 3,169 スポーツ施設利用助成、スポーツ活動等助成 

 健 康 管 理 19,452 人間ドック助成 

文化・厚生 研 修 7,832 研修助成、セミナー助成、職場等で開催のセミナーへの講師派遣 

助成 カフェテリアプラン 624,486 観劇・スポーツ観戦チケット斡旋、育児、介護、人間ドック・医

薬品斡旋ほか 

 団 体 保 険 821,654 生命保険等 11社、損害保険３社 

 修 学 助 成 1,116 遺児等修学助成 

相 談 カウンセリング 3,420 教職員相談室、法律相談 
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14 学校施設整備事業 

 

  学校施設の建設をはじめ、良好な教育環境の向上と充実

のための施設整備事業を計画的・年次的に実施しています。 

 

(1) 学校新設及び建替 

   学校教育環境整備のための新設校の建設や一斉に更

新時期を迎える老朽化した校舎等の建替えを進めてい

きます。 

 

(2) 校舎購入 

   福岡市では、一部の学校の新築等を(公財)福岡市施設

整備公社に依頼しています。 

   これに基づき同公社が整備した校舎等については、計

画的に購入（取得）しています。 

 

(3) 学校用地取得 

   学校を新設する場合や学校用地の規模の適正化の観

点から必要な用地を関係地権者の協力を得ながら取得

し、適切な教育環境の確保に努めています。 

 

(4) 校舎増築 

   児童・生徒数の将来推計に基づき、普通教室が不足す

る学校について校舎の増築を行います。 

 

(5) 長寿命化改良 

   経年劣化の進んだ校舎等の機能回復を行うことに加

え、構造体の長寿命化及び社会ニーズに応じた機能確保

を計画的に行います。 

 

(6) 附帯施設等整備 

   前述のほか、プール更衣室、便所、体育用具室、給水

施設、外柵、グラウンド、防球ネット等の施設整備を行

います。 

 

 

15 学校施設空調整備事業 

 

児童生徒が健康で快適に学習できる環境を整備します。 

 

(1) 普通教室空調整備事業 

① これまでの取組み 

  ・平成 26 年度：特に教室温度の高い小学校 15 校を整

備 

  ・平成 27年度：小学校 106校、中学校３校(離島)に整

備 

  ・平成 28年度：中学校 53校に整備 

 

② 今後の取組み 

    小中学校の普通教室への空調整備は平成 28 年度を

もって完了したところですが、新年度の入学式時点に

おいて、学級数が空調を整備した教室数を上回った場

合に各学校の学級数に合わせ、空調の追加整備を行い

ます。 

これまでに整備した空調の維持管理とともに、PFI

により整備した空調については、その性能や事業者の

維持管理サービスの継続的なモニタリングを実施し

ます。 

 

(2) 特別教室空調整備事業 

 ① これまでの取組み 

   ・令和３年度：小学校 31校、中学校 12校に整備 

          （直接施工） 

   ・令和４年度：小学校 90校、中学校 54校に整備 

          （PFI手法） 

 

 ② 今後の取組み 

    これまでに整備した空調の維持管理とともに、PFIに

より整備した空調については、その性能や事業者の維

持管理サービスの継続的なモニタリングを実施します。 

 

 

○ 施設整備の概要 

   （単位：千円） 

区分 校数 事 業 費 摘    要 

校舎購入 3 2,825,714 平尾小、千早小、今宿小 

校舎増築  2,285,321 校舎解体工事等 

長寿命化改良 3 536,333 中学校３校 

建替え事業  226,667 基本設計、基本計画等 

附帯施設等整備  4,930,744 便所改造 外 

合計 ― 10,804,779  

注）事業費は令和６年度予算額 
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16 学校規模適正化事業 

(1) 目的

小規模校や大規模校が抱えている様々な教育課題

を解決するため、学校規模を適正化し良好な教育環

境を整備することにより、教育効果の向上を図りま

す。 

(2) 概要

平成 20 年 12 月に受けた「福岡市立小学校・中学

校の学校規模適正化に関する提言」を踏まえ、平成 21

年３月に基本的な考え方や取組み方、取組みの対象

とする学校を定めた「福岡市立小・中学校の学校規模

適正化に関する実施方針」を策定、同年４月より対象

校区との協議に着手しました。 

舞鶴中学校区においては、平成 22 年２月に各自治

協議会及び PTA と統合再編の合意を得て、新校舎の

建設を実施し、平成 26 年４月に施設一体型の小中連

携校を開校しました。また、住吉中学校区において

は、平成 23 年３月に各自治協議会及び PTA と統合再

編の合意を得て、新校舎の建設を実施し、平成 27 年

４月に施設一体型の小中連携校を開校しました。 

また、伊都土地区画整理事業に伴う周辺のまちづ

くりの進展に伴い児童の大幅な増加が見込まれたこ

とから、平成 29 年４月に西都小学校を、令和５年４

月に西都北小学校を開校しました。 

さらに、アイランドシティ地区の大規模な住宅開

発に伴い児童数の急激な増加が見込まれたことか

ら、平成 31 年４月に照葉北小学校を、令和６年４月

に照葉はばたき小学校を開校しました。 

【学校規模適正化第１次計画対象校】 

◆小規模校 12 校（小学校６学級以下・中学校３学級以

下）

（東 区）勝馬小、志賀島小 

（博多区）住吉小※１ 

（中央区）大名小※２、舞鶴小※２ 

（早良区）脇山小、曲渕小※３、早良小 

（西 区）今津小、北崎小、西浦分校※４、北崎中 

※１ 住吉・美野島小を統合（平成 24 年４月）

※２ 大名・簀子・舞鶴小を統合（平成 26 年４月） 

※３ 曲渕小を休校（平成 31 年３月）

※４ 北崎小と統合（平成 22 年４月）

◆過大規模校４校（小中学校共に 31 学級以上）

（東 区）松島小※校舎増築（平成 20 年度） 

（博多区）那珂小※講堂兼体育館等の改築（平成 22年度） 

（早良区）西新小 

（西 区）壱岐小※講堂兼体育館等の改築（平成 27年度） 

17 元岡地区新設中学校整備 

九州大学移転完了に伴う市街地整備のさらなる進展

により、元岡中学校は、令和３年度以降過大規模の状態

が継続することが見込まれることから、令和８年４月

開校に向けた新設中学校の整備を推進しています。 

◆実施スケジュール

令和２年度 用地選定、造成基本設計等

令和３年度 造成基本設計、造成実施設計

令和４年度 造成工事、基本設計

令和５年度 造成工事、実施設計

令和６～７年度 校舎建設工事、開校準備

令和８年４月 開校

18 私学助成 

私立高等学校の教育設備整備事業に対して、「福岡市

私立高等学校補助金」を支出し、助成を行っています。 

区 分 令和 ６ 年 度 

対  象  校 22校 

補 助 総 額 39,486千円 

※ 私立小・中学校助成および福岡朝鮮初級学校助

成については、福岡市内の小中学生に対して、今

後、公立・私立の違いや国籍の違いに関わりなく、

同じ福岡市の子どもとして分け隔てなく児童生徒

個人を支援する様々な事業に取り組むことから、

平成 24 年度をもって終了しました。

19 就学援助 

(1) 就学援助

経済的理由により給食費や学用品等、学校での学

習に必要な費用の支払いが困難な児童生徒の保護者

に支援を行うことにより、義務教育の円滑な実施を

図ります。 

平成 18 年度からは、国県立小中学校の児童生徒で

保護者が福岡市民の場合も対象としています。 

※根拠：教育基本法、学校教育法、福岡市児童生徒等

就学援助規則 

(2) 特別支援教育就学奨励費

小中学校の特別支援学級等に就学する児童生徒の

保護者に対して、就学に必要な学用品費、給食費等の

援助を行うことにより経済的負担を軽減し、特別支

援教育の振興を図ります。 

なお、平成 25 年度からは、一定の障がいを有する

児童生徒で普通学級に就学する場合も対象としてい

ます。 

※根拠：特別支援学校への就学奨励に関する法律、

福岡市立小中学校特別支援教育就学奨励費

交付要綱 
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20 奨学制度 

 

奨学金事業等（公益財団法人 福岡市教育振興会） 

設立年月日 

所在地 

昭和 34 年７月 

福岡市中央区天神一丁目８番１号 

 

(1) 目的及び沿革 

   本会は、明治 40 年から昭和 25 年まで制定されてい

た「小学校基本財産蓄積条例」等による寄附金利息等

をもとに、将来の福岡市の教育経費のすべてをその利

息で賄うこととしたこの条例の趣旨等を生かし、福岡

市教育の振興発展を図るため、主として教育的援助を

行うことを目的として、昭和 34 年７月に設立されま

した。以来、市や市内企業、一般市民からの寄附金を

募ることで基本財産の拡大に努め、その利息や市助成

金により奨学金貸与等の諸事業を実施しています。 

また、郡教育振興基金を設置し、平成 12 年度から

アジア・世界に視野を広げる教育の充実を図るため、

姉妹校等交流事業・高校生留学奨励事業を行っていま

す。 

（令和６年度当初予算額） 

     基 本 金     61,180 千円 

     市 補 助 金     55,753 千円 

     市 貸 付 金  4,268,624 千円 

 

(2) 事業内容 

① 奨学金事業 

  福岡市民の子で、福岡市教育振興会が指定した福

岡県内の高等学校、高等専門学校若しくは専修学校

（高等学校卒業と同等と認められる高等課程）に在

学し、まじめに勉学する者で、学資の支弁が困難と

認められる者に奨学資金・入学資金を貸与していま

す。 

※ 奨学生の受付と決定 

    奨学生の申込みは、前年度の 11 月～12 月に市

内中学校を通じて受け付けて２月に採用予定者を

決定し、高校等入学の進路が確定した者から順次

奨学金の貸与を開始します。 

 

● 奨学資金・入学資金 

区分 奨学資金 入学資金 償還期間 

公立 

月額18,000円 

月額15,000円 

月額10,000円 

50,000円 ９年以内 

私立 

月額25,000円 

月額15,000円 

月額10,000円 

100,000円 
12年又は 

９年以内 

 

 

 

 

 

 

② 住居費補助事業 

離島（小呂島、玄界島）及び板屋地区出身者で高等

学校、高等専門学校若しくは専修学校（高等学校卒業

と同等と認められる高等課程）に在学し寄宿している

生徒に対し住居費の補助を行っています。 

 

● 補助状況 

年  度 人  員 補 助 額（月額） 

令和５年度 ５人 14,000円 

令和６年度 ６人 14,000円 

注）令和５年度は年度末時点人員、令和６年度は当

初予算人員 

 

③ 郡教育振興基金事業 

   海外の姉妹校等への児童生徒の派遣を支援するとと

もに、高校生の海外留学を支援するために費用の一部

を助成する事業を行っています。 
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表１ 令和６年度就学援助（給付単価と給付見込人員） 

区     分 対象学年 給 付 単 価 給付見込人員 事業費（予定） 

小 

 

学 

 

校 

給          食          費 全 
実 費          

（ 通常月4,200 ) 
        16,570 人        716,513 千円 

学    用    品    費    等 
１年 

２～６年 

13,230 

15,500 

         2,552 

        14,028 

        32,852 

       211,564 

入    学    準    備    金 

（R６年度入学後支給分） 
１年 57,060           950         51,118 

入    学    準    備    金 

（R７年度入学前支給分） 

R７年度 

新１年 
57,060          1,581         85,070 

修    学    旅    行    費 ６年 
対象経費の実費 

（ 上限22,690 ) 
         3,016         59,863 

通    学    費（２km以上） 全 必要と認められる額            139          3,462 

校外活動費(宿泊を伴うもの) 全 
対象経費の実費 

（ 上限3,690 ) 
             8              9 

社   会   科   見   学   費 ５年 対象経費の実費          3,101          6,799 

卒 業 ア ル バ ム 代 等 ６年 
対象経費の実費 

（ 上限11,000 ) 
         2,822         13,628 

オ ン ラ イ ン 通 信 費 全 14,000          8,470        117,869 

計 － － －      1,298,747 

中 

 

学 

 

校 

給          食          費 全 
実  費 

（ 通常月5,000 ) 
         8,618        422,734 

学    用    品    費    等 
１年 

２,３年 

25,040 

27,310 

         2,837 

         5,795 

        69,973 

       155,888 

入    学    準    備    金 

（R６年度入学後支給分） 
１年 63,000           971         61,235 

入    学    準    備    金 

（R７年度入学前支給分） 

R７年度 

新１年 
63,000          1,887        119,000 

修    学    旅    行    費 ２年 
対象経費の実費 

（ 上限60,910 ) 
         3,178        151,236 

通    学    費（３km以上） 全 必要と認められる額             95          3,373 

体  育  実  技  用  具  費 全 
実  費 

（ 上限7,650 ) 
             2             16 

校外活動費(宿泊を伴うもの) 全 
対象経費の実費 

（ 上限6,210 ) 
           188            522 

卒 業 ア ル バ ム 代 等 ３年 
対象経費の実費 

（ 上限8,800 ) 
         2,875          8,096 

オ ン ラ イ ン 通 信 費 全 14,000          7,482        104,330 

夜間中学（給食費・入学準備金以外） － － － 2,080 

計 － － －      1,098,483 

合   計 － － － 2,397,230 

 注）令和６年度当初予算額 
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21 発達教育センター 
 

 

○所在地 福岡市中央区地行浜二丁目１番６号 
○建物構造 鉄筋コンクリート 

（地下１階 地上３階） 
○延床面積 3,166㎡ 
○敷地面積 3,056㎡ 
○設置年月日 平成７年４月１日 

 
(1) 概要 

障がいのある児童生徒の成長や発達を促すために、特

別支援教育に関して子どもと学校をつなぐ中心的指導施

設として設置し、教育の在り方について保護者の理解を

得るとともに、子どもたちの能力を高めるための教育活

動を援助する教育機関としての役割を担っています。 

○ 特別支援教育の教育計画作成に関する業務を通して、

特別支援教育の積極的な推進を図っています。 
○ 特別支援学校の学校指導に関する業務及び学校教育

基盤の整備を図っています。 
○ 特別支援教育関係機関及び行政・研修機関との連絡調

整を通して、特別支援教育の円滑な推進を図っていま

す。 
 
(2) 学校指導 

障がいのある児童生徒の障がいの状態や発達段階、特

性等に応じた学校教育を推進するため、就学相談や本セ

ンターの教育相談と連携した学校指導を行っています。 
 
(3) 教育相談 

 ① 目的 

児童生徒の障がいの状態及び教育ニーズ等を的確に把

握し、家庭での関わり方や学校での教育等について、児

童生徒の保護者や教職員を対象に、関わり方や教育の在

り方等に関する相談・支援を行っています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ② 相談件数 

（令和５年度） 

 
(4) 就学相談 

 ① 目的 

次年度小学校入学予定者及び市立小中特別支援学校

在学の児童生徒で障がい等があるため、学校教育上特

段の配慮を必要とする者に対して検査、面接等を通し

て、適切な学校教育を受けられるよう就学に関する相

談及び支援を行います。また、市立小中特別支援学校に

おいて学校看護師による医療的ケアを希望する者に対

して、就学に関する相談とともに適切に学校看護師に

よる医療的ケアを受けられるよう、医療的ケアに関す

る相談を行います。 

 

 ② 内容 

  ア 行動等の観察・記録 

運動機能やコミュニケーションの様子を観察し、

障がいの状態の把握 

 

  イ 医療相談 

小児科医等による医療相談 

 

  ウ 難聴・言語相談 

聴覚・言語に障がいがある児童生徒の養育・教育

に関する相談 

 

  エ 面接相談 

保護者の意向を聴取し、就学先等に関する助言 

 

区分 
相談申込 

（人） 

相談件数 

（件） 

その他就学前 0 0 

小学校 
通常学級 226 999 

特別支援学級 31 157 

中学校 
通常学級 54 194 

特別支援学級 9 35 

特別支援学校 

小学部 0 0 

中学部 2 9 

高等部 1 6 

その他 5 18 

合計 328 1,418 
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22 教育センター 

 

○所在地 福岡市早良区百道三丁目 10番１号 

○建物構造 鉄筋コンクリート ４階建 

○延床面積 7,825㎡ 

○敷地面積 6,480㎡ 

○設置年月日 昭和 24年５月７日(教育研究所) 

昭和 57年２月１日(教育センター) 

 

(1) 概要 

教育センターは、教育に関する専門的・技術的事項の

調査研究及び教育関係職員の研修等を行うことを目的

として設置され、信頼に応え得る教職員を育成するため

に、教職員の資質・能力の向上･活性化を図る研修･研究

を充実させることを方針とし、研修事業、及び調査研究

事業を実施しています。 

研修事業では、教職員の指導力向上をめざし、経験年

数・職能・教科等・課題に応じた研修講座を実施してい

ます。 

調査研究事業では、学校現場の支援として、教育セン

ター研究協力事業のほか、学校訪問・来所相談での指導・

助言を行っています。また、授業力向上支援センターに

おいて、教育情報の提供や指導・助言を行っています。

さらに、各種派遣研修、研修員等による調査研究を推進

しています。 

 

(2) 事業計画 

① 研修講座の企画・実施 

＜目的＞ 

 教職員の指導力向上の充実を図り、福岡市の学校教育

を支える人材育成を推進し、福岡市の教育の充実・発展

に寄与します。 

＜内容＞ 

 「教職員の指導力向上を図るために、それぞれのキャ

リアステージやニーズに応じて研修を受講できるよう

に、研修内容を整理し、研修講座を構築する」という編

成方針の下、経験年数・職能・教科等・課題に応じた研

修講座を企画・実施します。 

研修講座の編成は、以下のとおりです。令和６年度は、

研修の目的や内容に応じて、「集合対面型」や「オンラ

イン双方向型」、「オンデマンド型」などの研修形態を設

定しています。 

   〇 経験年数研修 

教職員の経験年数に応じて求められる資質･能力の 

向上を図る研修を行っています。 

   ・初任者研修（１、２、３年次） 

 ・６年次研修 

 ・中堅教諭等資質向上研修 

 ・20年次研修、30年次研修 

   〇 職能研修 

   職能に応じて求められる資質・能力の向上を図る研

修を行っています。 

   ・校長、副校長・教頭、学校事務職員、常勤講師や非

常勤講師等の職種に応じた研修 

   ・人権教育担当者や特別支援学級担任、研修担当者等

の役割に応じた研修     

〇 教科等研修（学習指導） 

  教科・領域に関する専門的知識・技能を習得し、学

習指導力の向上を図る研修を行っています。 

 ・共に学ぶ各教科等 

 ・人権意識を高める学習指導   等 

  〇 課題研修 

   今日的課題等を取り上げ、学校教育の充実を図る研

修を行っています。 

 ・ICTに関する研修 

 ・教育相談に関する研修  

 ・特別支援教育に関する研修   等 

   〇 スキルアップ講座 

   ベテランの知識・技能や指導力の継承及び若手・中

堅の人材育成等を目的とした研修を夜間に行ってい

ます。 

 ・小学校各教科等 

 ・端末操作 

 ・部落問題学習  

 ・学級づくり   等 

 

② 派遣研修の実施 

ア 教職員等中央研修 

  ＜目的＞ 

  学校経営等に資する課題解決力の育成を図り、各地域

の中核となる校長、副校長・教頭、中堅教員及び事務職

員等を育成します。 

 ＜内容＞ 

  教育行政リーダー、校長、副校長・教頭等、中堅教員、

次世代リーダー教員、事務職員等を育成 

  ＜派遣状況＞ 

  令和５年度（10人） 
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イ 英語教育海外派遣研修 

   ＜目的＞ 

   当該国の教育活動への参加や実生活を通じて確か

な知識の習得及び指導力の向上を図るとともに、その

成果を教育委員会が実施する研修等に活用し、福岡市

の英語教育の充実を図ります。 

   ＜内容＞ 

英語教育に関する実践的な研究、派遣国の学校での

授業実践、教育制度・社会状況に関する情報収集等。 

＜派遣状況＞ 

令和５年度（教職員支援機構において中止） 

 

ウ 国立特別支援教育総合研究所派遣研修 

   ＜目的＞ 

   障がいのある児童生徒の教育を担当する教職員を

対象に、特別支援教育に関する専門的知識及び技術を

深め、指導力の向上を図るとともに、その成果を教育

委員会が実施する研修内容に生かし、福岡市の特別支

援教育の一層の充実を図ります。 

   ＜内容＞ 

  特別支援教育に関する講義、演習、研究協議、実地

研修、課題研究等 

 ＜派遣状況＞ 

令和５年度（１人） 

 

エ 福岡市立高等学校教員長期研修 

   ＜目的＞ 

  学校教育の場を離れ、幅広い知見と豊かな人間性の

習得をめざし、これからの学校教育に必要な教員の資

質や指導力の向上を図ります。 

   ＜内容＞ 

調査研究部門と企業等社会体験部門のいずれかを

選択 

  ＜派遣状況＞ 

    令和５年度（１人） 

 

③ 研修指導員等による指導・支援 

  研修指導員等が、指導に課題がある教職員に対して指

導・助言を行い、指導力向上を図ります。 

ア 指導に課題がある教職員に対する取組み 

 (ｱ) 研修指導員等による全学校訪問 

    ＜内容＞ 

   研修指導員等が全学校を訪問し、校長から、教職

員の教科指導や学級経営などの指導の状況を聴取。 

 

 (ｲ) 指導に一部課題がある教職員に対する支援 

＜対象＞ 

   教科指導や学級経営などの指導において、一部課

題がある教職員。 

＜内容＞ 

   校長の要請に応じて、研修指導員が、授業やコミ

ュニケーションなど個々の課題に応じた指導を実

施。 

 

(ｳ) 指導に著しい課題がある教職員に対する支援 

    ＜対象＞ 

   教科指導や学級経営などの指導において、著しい

課題がある教職員。 

   ＜内容＞ 

   校長の要請に応じて、研修指導員を中心に、人材

育成課及び教育委員会事務局担当課が連携し、個別

指導を実施。（最長１年間） 

 

 (ｴ) 指導が不適切な教職員に対する支援（指導改善研

修） 

    ＜対象＞ 

   知識、技術、指導方法その他教員として求められ

る資質、能力に著しい課題があり、指導が不適切な

教職員。 

    ＜内容＞ 

   研修指導員が、教育センターにおいて、教科指導

や生徒指導、学級経営等に関する研修、社会体験研

修などを実施。（１年間：最長２年間） 

 

イ 体罰等の不祥事を起こした教職員に対する取組み 

   （特別研修） 

    ＜対象＞ 

     体罰等の不祥事を起こした教職員。 

    ＜内容＞ 

   研修指導員が、教育センターにおいて、服務・倫

理研修等を実施。 

 

④ 授業力向上支援センターにおける教育情報の提供 

 学校運営や学級経営、授業づくり等を支援し、教職員

の資質・能力の向上を図ります。 

ア 教育関係図書等 

  教育関係図書、教育関係資料を収集、保管し、教育

実践に役立つ情報の提供を行います。 

   〇 教育関係図書、教育関係資料の収集、保管、展示、

貸出 

   〇 教科書の保管、展示 

 

イ 視聴覚教材 

  視聴覚教材を収集、保管し、学校における校内研修

や授業づくりに役立つ情報の提供を行います。 

   〇 教育関係 VTR、DVDの収集、保管、展示、貸出 
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ウ その他の教育情報の提供 

  授業づくりに役立つ学習指導案、研究紀要、動画等

の提供を行います。 

   〇 ホームページや福岡市教員支援サイトによる研究

紀要、校内研修資料等の提供 

 

＜利用者数・保有数・貸出数＞ 

(令和６年３月 31日現在) 

 令和５年度 

来所者数 7,185人 

ネット利用者数 1,381人 

図書蔵書数 32,947冊 

教育資料保有数 16,563冊 

VHS保有数 2,581本 

DVD保有数 373本 

学習指導案（福岡市） 5,404本 

学習指導案（福岡市外） 2,225本 

図書・教育資料貸出数 4,195冊 

VHS・DVD貸出数 50本 

 

⑤ 研究推進の支援 

  ア 教育センター研究協力校への支援 

   ＜目的＞ 

   福岡市喫緊の課題や先進的教育課題の解決をはじめ、

校内研修推進及び人材育成を図るために、指定した研

究協力校と教育センターが協力してその方途を探り、

実践事例を創出し、取組みを全体に展開することで、

福岡市教育の振興・充実をめざしています。 

  ＜内容＞ 

    ○ 校内研修推進及び人材育成に向けて、具体的な

手法を実践的に研究し、その成果をまとめて全

市に普及・啓発を行っています。また、新学習指

導要領の趣旨及び「第２次福岡市教育振興基本

計画」や「学校教育指導の重点」等に基づき、子

どもたちの学びの転換を推進する授業開発につ

いて、学校と教育センターが協力して、校内研修

を通した実践的研究を進めています。 

   ＜方法＞ 

    ○ 令和６年度は研究協力校６校が、主題、研究構想、

推進計画等を教育センターと学校が協議を重ね

ながら研究を推進しています。 

    ○ 研究期間は２年間を基本とし、その間は予算措

置を講じるとともに、教育センターの指導主事

等が継続的に協議及び指導助言にあたり、全市

に向けて発表や授業公開等を行っています。 

 

 

イ 学校への支援（学校訪問、来所相談） 

  ＜目的＞ 

   各学校の校内研修・校内研究・授業研究等に対して、

学校訪問による指導助言及び来所相談に応ずる指導

助言を行い、教職員の資質・能力の向上を図るととも

に、各学校の研修・研究の充実を図っています。 

   ＜内容＞ 

    ◯ 校内研修会・校内研究会・授業研究会等での指導

助言(学校訪問) 

    ◯ 校内研修・校内研究・授業等に関する指導助言、

指導上の悩みに関する指導助言(来所相談) 

    ◯ 配慮を要する児童生徒に対する支援に関する指

導助言（学校訪問・来所相談） 

 

ウ 教育実践研究 

   ＜目的＞ 

   新しい教育課題に関する先進的研究や日々の教育

実践の改善のために、学校の実態及び児童生徒の発達

段階と特性を十分考慮して、成果をあげた教育実践研

究を広め、教職員の資質向上と福岡市教育の振興に役

立つようにしています。 

   ＜内容＞ 

    ○ 教育実践論文 

    教育課題・研究課題について、確かな理論のもと

に仮説を立てて検証し、その結果と考察から課題

解明をめざしています。 

     ・教育指導 

     ・学校経営・運営 

    〇 教材・動画等 

    教員が自作した教材・動画等を募集し、全市の教

員が授業や授業づくりなどに活用できるようにし

ていきます。 

 

⑥ 研修員等による調査研究 

ア 研修員による調査研究 

   長期研修員による調査研究は、「第２次福岡市教育

振興基本計画」の具現化や教育の最新動向を踏まえて

実現すべき学校教育の姿、授業における普遍的で確か

な指導技術等、本市の重点施策や喫緊の教育課題に対

する取組みを明らかにし、研究の成果を全市に還元す

るとともに、「令和の日本型学校教育」を担う教師に必

要な資質能力を高め、本市学校教育を牽引する次世代

のリーダーを育成することを目的として実施してい

ます。 

 令和５年度は、長期研修員 12名が、指導主事に指導

を受けながら、調査研究等を進めました。 

年度末に、研究成果物として、教育センター研究発

表会を開催しました。 
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    令和６年度の研究領域等は、以下のとおりです。 

   ○ 総合教育研究として３つのグループ研究（12名）

と授業技術研究を行います。 

     各学校の校内研修への派遣に加え、教育センタ

ー研究発表会にて研究成果を還元する予定で

す。 

 

イ 非常勤研修員による調査研究（Ｇ研） 

非常勤研修員による調査研究は、本市の教育課題の

解決や学習指導要領のよりよい実施に向けた実践研

究を行い、教育実践上の基礎資料の提供を通して、全

市へ還元を図るとともに、教育実践に関する専門的知

識や技能の向上を目的として実施しています。 

 

  ウ 指導主事による調査研究 

福岡市における教育課題並びに福岡県、九州地区、

指定都市及び全国の教育研究所連盟等の共同研究課題

を解明するため、指導主事等による調査研究を行い、

その成果は刊行物を通じて公表します。 

   ・指定都市教育研究所連盟関係 

  ・全国教育研究所連盟関係 

   ・九州地区教育研究所連盟関係 

   ・福岡県教育研究所連盟関係 
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